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第1編

序章第五次長崎市経済成長戦略の概要

第五次長崎市経済成長戦略の概要と長崎市の経済状況等

策定趣旨

長崎市の産業は、近代の我が国最初の艦船修理工場に端を発する造

船業、以西底曳網、大中型まき網の拠点として発展してきた水産業を柱と

して成長してきました。また、長崎ならではの歴史的文化遺産と美しい自然

に恵まれた国際観光都市としても発展しています。

長崎市では、平成20年度から、市全体としての経済分野のめざすべき方

向性や基本方針を示す「長崎市経済成長戦略」を策定し、平成29年度か

ら令和3年度までを対象期間とする「第四次長崎市経済成長戦略」におい

ては、「競争優位を備えた魅力ある企業群を創出」を基本方針として、「船」

「食」「観」「企業誘致」を柱とする施策を進めてきました。

この間、少子・高齢化の進展、人口減少、経済のグローバノレ化による国

際競争の激化等の課題を抱える一方で、デジタル社会・グリーン社会へ向

けた動き、市域内産業構造の変化、西九州新幹線開業など大型プロジェ

クトの進展をはじめとした長崎市経済の未来を変貌させる契機となり得る環

境の変化が起きています。

さらに、令和元年12月に確認された新型コロナウイルスは、世界的な感

染拡大に至り、長崎市の経済においても大きな影響を及ぼしています。

このような状況を踏まえて、現在の経済の現況等を分析するとともに、学

識経験者や産業関係団体の代表者等で構成される「長崎市経済活性化

審議会」等でご意見をいただきながら、今後の本市の持続的な経済成長
の方向性を示す「第五次長崎市経済成長戦略」を策定します



^戦略の位付けと変遷

(1)長市経済成戦略の位置付け

長崎市経済成長戦略は、長崎市総合計画を踏まえて策定する分野別計画のひとつです

具体的には、地域経済の成長戦略として長崎市全体としてのめざすべき方向性や基本方針を示したうえで、その実現

に向けて長崎市において特に重点的に取り組む分野や施策を取りまとめたものです。

分野横断

長崎市まち・ひと・しごと創生
総合戦略
(仮称)長崎市DX推進計画など

踏まえる

長崎市総合計画

長崎市経済成長戦略

分野別

踏まえる

具体的には

地域経済の成長戦略として長崎市全体として
のめざすべき方向性や基本方針を示したうえで、

その実現に向けて長崎市において特に重点的に

取り組む分野や施策を取りまとめたもの。

長崎市水産振興計画
長崎市農業振興計画
長崎市観光・MICE戦略など
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(2)長崎市済成長戦略の変遷

長崎市経済成長戦略は、平成20年度に第

一次戦略を策定し、現在、第四次戦略の最

終年度となっています。

第四次戦略においては、外貨獲得の中核

となる船(造船・造機製造業)・食(食品加工

・飲食業)・観(観光関連産業)・企業誘致」分

野に着目した戦略としていましたが、第五次

戦略策定においては、さまざまな経済環境の

変化を勘案し、国内外の経済情勢や地域経

済の全般的な動向把握を行い、戦略の体系

を見直しながら策定します。

■長崎市経済成長戦略の変遷

経済成長戦略の方向性として「経済交流と城内経済循環による経済成長の実現」を提示

第一次の方向性を基礎に、長崎が持つ3つの能力を将来の視点で捉えて、
長崎に固有の他所に真似できない能力と強み(コアコンピタンス)として「船・食・観」の活用を提示

第三次長崎市経済成長戦略(平成26年度~平成28年度 3年鳥

次・二次の方向性を踏襲し、外獲得へ向けて「・食・観」を「深化・新化」させる二とで
地域としての霞争力を向上させ、併せて未開拓分野への進出を図ることを提示

第四次長崎市経済成長戦略平成29年度~令和3年度 5年間

第一次~三次の方向性を基に、外貨獲得の中核となるW小食・観・企業誘致」分野の劇的な環境変化
対応することで麺争位を備えた魅力ある企業群の出を図ることを提示

※中・長期的な戦略とするため対象期間を変更(第四次戦略は、総合計画と整合させるため4年間、
その後は5年間=新型コロナウイルス感染症の影等により1年問延長

第一次長崎市経済成長戦略(平成20年度~平成22年度:3年間)

第二次長崎市経済成長戦略(平成23年度~平成25年度.3年間)

●長崎市における経済環境における主なトレンド
・少子・高齢化の進展、人口減少
・デジタル社会、グリーン社会へ向けた動き
・大型プロジェクトの進展(西九州新幹線開業など)
・産業構造の変化
・オープンイノベーションの手法を活用した新事業の展開

第五次長崎市経済成長戦略(令和4年度~令和7年度:4年問※)
※総合計画と整合させるため対象期問は4年問

さまざまな経済環境の変化を勘案し、国内外の経済情勢や地域経済の
全般的な動向把握を行い、戦略の体系を見直しながら策定

●新型コロナウイルスの影響による変化
・ビジネスモデル変革や事業転換

・雇用システム・人材育成の変容
・デジタル化、オンライン化の加速
・デジタル技術を活用した新しい働き方、
無人化・A1化の進展



対象期

第五次長崎市経済成長戦略の対象期間は、長崎市における上位計画である総合計画(第五次総合計画前期基本計画)にあ

わせ、令和4年度から令和7年度までの4年間とします。

※対象期間の変更等について

第四欧長崎市経済成長戦略策定時に船いて、この戦略を中・長期的な戦略として、産学官をはじめ地域丸で方向性を共有化し、安定的かつ継続

的な取組を促進するため、対象期間を変更することとした。戦略の期間を3年間から5年間に変更し、第四次戦略については、第四炊総合計画後期基本

計画と終期を合わせるため4年問、第玉炊戦略以降は総合計画の基本計画の計画期間である5年間とすることとした。

しかし、第五炊戦略の策定時期である令和2年度において、新型コロナウイルス感染症の影響により、経済情勢が大きく変貌することが想定され、当該

感染症による経済への影響や終息後の状況を見据えたうえで策定を1丁うことが望ましいことなどにより第五次戦略の策定時期を令和2年度から令和3年

度に1年延期し、第四炊戦略の対象期間の終期を令和2年度から令和3年度へ1年延長することとした。

また、第五炊戦略の対象期間についても、第五炊総合計画前期基本計画と整合を図り、令手n4年度から令和7年度までの4年間とする。

■第三次戦略からの期間等に関する変更点

第三次

3年間対象期間

■総合計画と経済成長戦略の閏連性

H26 H27

総合計画

経済成長戦略

第四次

4年間→5年聞

前期

H28 H29

第四次後期基本計画

第三次

H30 H31

第五次

(5年間)-4年間

R2

第四次戦略

R3 R4

Ⅱ年延長)

R5

第玉次総合計画

(前期基本計画)

(4年間)

第五次戦略

R6 R7
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第五次長崎市経済成長戦略策定に係る基礎調査

第五次長崎市経済成長戦略策定にあたり、長崎市の経済をとりまく現状を客観的に分析するため、国内外の経済情勢の動向把握

地域経済の実態調査、地域経済の動向・予測調査、第四次戦略の評価、長崎市のポテンシャル分析を行いました。

調査項目

1経済の向把握

(1)国内外の経済情勢

(2)文献調査からみた業種別シナリオと

国際社会のメガトレンド

2 地域経済の 査

①地域経済概況

②地域経済動向分析

③直近の業績動向分析

(4)アンケート調査

ア事業所アンケート

イ市民アンケート

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

各種統計、文献等から国内外の新型コロナウイルスの影響や景気の概況などを把握

各種文献から国内の業種別の今後のシナリオを把握。各種絖計、文献等から国際社会のメガトレンドと国の
経済・財政に関する方向性を把握

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

(5)ヒアリング調査

ウ移住希望者アンケート

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

各種統計から長崎市の経済動向に関する概況を把握

地域経済循環分析などから地域経済の所得循環構造などを把握

企業決算データなどから市内企業の直近の経営状況などを把握

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

地域経済の向・予

第四次市済成長略の評価

市のポテンシャル分析

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^'

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

市内事業者の経営環境や課題、必要な支援策、期待する成長分野などを把握

市民の労働環境、コロナの影響や不安、消費環境の変化などを把握

福岡在住で将来的に地方移住を考える人に対し、現在の職業や長崎市に移住し働く場合の希望業種・職種、
年収、課題などを把握

大学関係者、金融機関関係者、大手製造業者関係者等に対し、第玉次長崎市経済成長戦略策定に係る考
え方や主要産業の動向等についてヒアリングを実施

地域経済のGDPの影、消費などの見通しを把握。今後の地域経済のシナリオを予測

第四次長崎市経済成長戦略の評価と課題を整理

今後の地域経済におけるボテンシャルを分析

調査概要

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^
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経済情勢の動向把握

(1)国内外の経済惰

2020年初頭より拡大している新型コ

ロナウイルスにより世界経済・地域経

済は大きな打撃を受けています。

方では、ワクチン接種が世界全

体で進み、我が国においても2021年

(令和3年)10月末現在、接種率は7

割を超えました。

こうした状況を踏まえ、経済協力開

発機構(OECD)では、2021年の世界

全体での経済成長率を5.8%と予想し

ています。日本の経済成長率は、

2021年で2.6%、 2022年では2.0%と

他の圏域に比べ低めの予想がなされ

ています。

誕ワクチン接種と人流の動向
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勢調査結果サマリー

◎コロナワクチン接種と人の状況
.世界的にはワクチン接種の進展により新型コロナウィルス新規感染者数が急速に減少
.新規感染者数の減少により欧米を中心に人流が活発化

◎世界経済情勢

.米国、中国、ユーロなど全体的には景気は急回復の方向

. OECDによると2022年の世界全体の経済成長率は4.4%。日本を除く主要国・地域の成長率予想を上方修正

◎日本済情勢
.ワクチン接種の遅れから下振れ懸念が強まるも、緩やかな持ち直しが続く
. OECDによると2022年の日本の経済成長率は2.0%と欧米諸国よりも低い見込み
.企業収益など二極化の方向が強まる。製造業は業績回復の見込みであるが、消費関連の非製造業では厳しい状

況が続く見込み

◎深刻な悪化は回避。国内外の回復向を見据えた成長戦が必要

令和3年4月以降の3回目の緊急事態宣言の発出で景気下振れりスクが高まっているが、社会全体で感
染防止への取組が進んでいるうぇ、ワクチンの接種が進む効果、海外経済の拡大なとから深刻な悪化
は回避できる見込み。

^
「^

^

^



(2)文献査からみた業別シナリオと国際牡会のメガトレンド

「課題解決イノベーションの投資促進に向けた経団連、東京大学、GPIFの共同研究報告書(2020年3月)」、「令和3年度税制改

正の大綱」を踏まえると、我が国の経済・財政に関する政策の主な方向性として、ウィズコロナ・ポストコロナの経済再生やデジタル

社会の実現、グリーン社会の実現なだが重要となることが考えられます。

■国際社会のメガトレンドと衰が国の経済・財政に関する方向性

4つのメガトレンド

DXの進

経済・財政に関する我か国の政策の主な方向性
吊チ3年度税制改正の大綱、※2 令和2年度年次経済財政報告)

リ

τ オ,0-゛ '、式'^

◎ウィズコロナiボストゴロナの経済再生勲'、1ぎ
^.

ー' 一

◎デジタル社会の実現却(企業・行政のDX化、スマートシティの進展など)

◎グリーン社会の実現知(2050年力ーボンニュートラルの実現、SDG$など)

◎地方創生却

◎働き方改革・女性の就業促進瀧

◎デジタル化による消費の変化(EC市場拡大、シェアリング・エコノミー、サブスクリプションなど)※2

新型コロナウイルス感染拡大

(資料)課題解決イノベーションの投資促進に向けた経団連、東京大学、GPIFの共同研究報告
令和2年度年次経済財政報告(令和2年11月)を基に長崎市が作成)

8

(2020年3月)、令和3年度税制改正の大綱(令和2年12月)、
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文献調査からみた業種別シナリオと国際社会のメガトレンド調査結果サマリー

◎文献調での全体傾向
.コロナ動向により見通しが立たない分野が多いものの、製造、情報、エネルギー、小売などはDXの進展などによる

ポジティブな展望が多い

◎メガトレンド

. DX、社会構造の変化、環境意識の高まり、人々のマインドセットなどがメガトレンドとして位置付け

. society5.0の実現により2030年までに名目GDPは1.6倍まで成長可能との示唆

◎我が国の済・財政の方向性
.ウィズコロナ・ポストコロナの経済再生
.デジタル社会の実現(企業・行政のDX化、スマートシティの進展など)
.グリーン社会の実現(2050年力ーボンニュートラルの実現、SDGSなど)
・地方創生
・働き方改革・女性の就業促進
.デジタル化による消費の変化(EC市場拡大、シェアリング・エコノミー、サブスクリプションなど)

◎ウィズコロナ・ポストコロナの済再生のキーワードは「DX」、「グリーン」

ウィズコロナ・ボストコロナの経済再生の切り口としては、「DX」や「グリーン」がキーワードとなることは
確実であり、今後、具体的な経済活性化施策に落とし込むことが重要

^

^
『^



地域経済の実査

(1)地域経済概況

1長崎市の人口推計

・今後も人口減少・少子高齢化は進行。2045年ごろには人口は約31万人程度まで減少する可能性

・域内経済マーケット規模は現状の3割近く減少

■長崎市の人口動態・将来人口

(人)

600,000

500,000

400,000

487.063

実績(国勢調査)

78.291

300,000

470.135

200,000

91,736

100.000

455.206

102.82

443.766

20001995

^年少人口(0~14歳)

429,508

2005

推計

394,707

20152010

^生産年齢人口(15~64歳)

38,2剖

375.074

2020

354,735

20402035 204520302025

高齢化率^老年人口(65歳以上)

(資料)国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所推計値
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②長崎市の年齢別社会移動の状況旧本人)

長崎市は人口減少の歯止めがかから
ない状況にあり、転出超過数は年々増

加を続けています。
令和元年の流出超過数は約2,500人

と、特に20代前後の若い世代の流出超
過が多くなっています。

■長崎市の年代別人口動態(流出入状況)

人

15-

'5卯

'"ユ

20~24

~19歳

'ua

~M歳,▲

20~24.'451

15~

~翌4

'444 15~

20~24

'ヨ95

'619

~29歳'184

' 2,5伽

之5~

平成26年

(2014)

0~4歳

50~54櫨

63
30

胡巌ヨ5

287

'94

12'

5~9

55~59

507

◆^ 15~19歳

平成27年
12015】

10~14虚

印~64歳

25

平成30年平成29年平成M年

{2018}12017){20161

15~19想 20~24蛮 25~29 30~34良 35~39建 40~44訊

65~69楼 70~74慮■75~79歳 80-84歳 85~89歳 90 以上

(資料)総務省「住民基本台帳人口移動報告」

~24,'闘7

20~29歳

ヨ0~ヨ4 、▲2卯

令和元年

{20191

45-49寵



3都道府県別開業数・開業率(令和元年度)

都道府県別の開業数・開業率をみると、長崎県は全国中位にランクしています
開業率は全国平均の4.2%に比べ低い状況です

■開業数(令和元年度)

(所)

18,000

16,000

14,000

12,000

10.000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

候豐尿ミ胆州
憾K劇噸鞭糞

■開業率(令和元年度)

70%

6.0%

5.0%

40%

3.0努

2.0%

1,偶

0.0%

駆匝泉倒候鰈
景偲劇塩憾"

導置嵯甚驗劇ヨ脹ホ剛
桝峠K簑憾川巨砿Ka

38鼻

値塩
縦舶

K婆窯駆長
導伽劇捌虚

ヨ林倫賓泉画憐"訣爽騨田圃
佃偲庫蛭矩地皐狐ヨ晦画轟州

(資料)生労働省「雇用保険事業年報」
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④長崎市の域内総生産等

長崎市の平成29年度の総生産は、合併時の平成18年度に比べ6.2%増加しています。分野別でみると、観光(宿泊・飲食サービス
業)や保健衛生などで成長が進んでいますが、主力の製造、卸・小売は減少イ頃向にあります。成長分野として期待される情報通信業は
長期トレンドでは横ばいの傾向にありますが、平成29年度は前年より約21億円減少するなど、平成18年度以降最低の総生産となって
います

■市町別総生産(百万円)
1,800.000

1,600000

1.400.000

1,466,739

1200000

1,57フ,241

1,000000

83.543

44

800,000

1,541,379

82β55

82,539

600,000

46,52

88.617

400,000

1,480,761

48.45

200.000

(H18=1,00)

1,553,279

169,683

(資料)長崎県市町民経済計算

161.621

0

1,526,475

81.040

76896

昂

58.21

83.832

8

64.228

"18

製造業

,

163,314

1,47フ,353

.

83,437

フフ,806

.'

H19

構成比
(H19) 17.3%

1,512,860

.

9,538

62,24

83,959

フフ.358

156.726

.

1,400,900

80,833

76163

6234

...

167,270

1,533,856

可"岡
tリ

工

・^

62,50

(H )11.3%

50

1,600,145

83,533

78,788

,

162,752

6

84125

46

卸・小売

63,67

92,682

6.

1.557.419

156,088

83957

78.604

66,4伽

構成比
(H19) 10.2%

^輸入品に課される税・関税等

^その他のサービス

^保健衛生・社会事業

^教育

^公務

^専門・科学技術、業務支援サービス業

^不動産業

^金磁,保険業

^情報通信業

^宿泊・飲食サービス業

運輸・郵便業

卸売・小売業

^建設業

^電気・ガス・水道・廃棄物処理業

^製造業

^鉱業

^農林水産業

^
戸{

工

157,042

85.282

153

.

0'1
〒→

工

0.フフ

^
rゞ

里

163850

^

tu

工

59250

^

162β92

・^(H29) 10.1%

「面蔀聶刀

157560

構成比
(H19) 3.1%

...

0'1
^

工

0
r闇

工

可→
r゛

工

ー^ (H29) 6.フ%(H29) 3.9%

「稲屈司

構成比
(H19) 6.フ%
0
fu

工

の
~
エ

如
窒

ト
~
エ

Φ
N
I

山
N
I

寸
~
エ

将
工

N
N
I

ヨ
エ

m
一
工

■
●

■
●

●
~
エ

M
~
エ

入
~
エ

゛
~
エ

山
~
エ

寸
~
エ

円
工

~
~
エ

.

.

.

.

曽
工

の
~
土

円
工

入
N
I

心
N
I

山
~
エ

寸
~
エ

将
工

~
~
エ

小
N
I

如
~
エ

ト
~
エ

Φ
~
エ

山
~
エ

寸
N
I

円
工

~
N
I

-
N
I

O
N
I

史
工

曽
工

6
 
4
 
2
 
0
 
8
 
6
 
4
 
2

ー
ー
ー
ー
0
0
0
0

6
4
2
0
8
6
4
2

ー
ー
ー
ー
0
0
0
0

6
 
4
 
2
 
0
 
8
 
6
 
4
 
2

ー
ー
ー
ー
0
0
0
0

6
4
2
0
8
6
4
2

ー
ー
ー
ー
0
0
0
0



⑤長崎市の製造品出荷額

長崎市の基幹産業である「輸送用機械器具(造船等)」は、平成18年に比べ平成30年は45%減少しています方で、火力発電用

を中心とした「はん用機械器具」は増力酬頃向にあります。
長年、長崎市の経済を支えてきた造船業からの構造転換が進む傾向がみられますが、今後は脱炭素化に向けた取組がポイントと言

えます

■製造品出荷額等の推移(億円)

5,740

5,159

※合併前は町レベルの

中分類データ無し

H16H14

食料品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

ゴム製品製造業

金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

5,923 6.025

H18

飲料寸ゴ式こ・飼料製造業

印鼎1・同関連業

なめし革・同製品・毛皮製造業

はん用機械器具製造業

その他の製造業

5,259

H20

3,990

4,743

繊維工業

化学工業

窯業・土石製品製造業

生産用機械器具製造業

5,236

H22

5β48

1.400
2.149

5,180

H26H24

木材・木製品製造業

■石油製品・石炭製品製造業

鉄鋼業

業務用機械器具製造業

106 送用機械器具
自動車.飴舶,▲空
機,鉄道車両及びそ
の他の輸送機械器
具(自転車,牛馬車
など)
H18→H30:'45%

^

H27 H28 H29

家具・装傭品製造業

プラスチック製品製造業

非鉄金属製造業

雷気機械器具製造業

ん用桜器
工業用ボイラ、原動

機用ボイラ、発電用
ボイラ、蒸気機閏・蒸
気タービン・水カター
ビン、はん用内燃機
関など
H18→H30:30%

^

H30

(資料)工業統計
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地域経済概況調査結果サマリー

◎人口動
.今後も人口減少・少子高齢化は進行。2045年ごろには人口は31万人程度まで減少する可能性
.近年、15~19歳は450人弱、20~29歳は約900人が毎年流出超過生産年齢人口は平成27年(2015年)の25.0万

人から2045年には15.4万人と約40%減少と予想

◎地域済動向
.総生産は合併時の平成18年度に比べ6.2%増加。観光や保健衛生などで成長が進むが、主力の製造、卸・小売

は減少傾向。期待の情報通信は横ばい傾向
.県全体の開業数は年間約900件、開業率は3.8%と全国中位
.製造業は、主力の輸送用機械器具(造船等)は平成18年に比べ平成30年は'45%。はん用機械器具は増加傾

向造船からの構造転換が進むが、今後は脱炭素化に向けた取組がポイントヘ

◎総生産は微増たが、製造や卸・小売などは減少向に。今後の立て直しが重要

.人口減少は労働力の不足や肩費市場の縮小なとの要因となる可能性があることから、今後は戦略
的な人材確保やサービス産業全体の高付加価値化・肖費単価の向上か重要なホイント1こなる。

また、長崎市の基幹産業てある製造業や卸・小売業は減少傾向にある。時代の二ーズに合わせた
造船業の構造転換や消費行動の変化こ合わせた新サーヒスの提供なとが重要てある。

^

^



(2)地域経済動向分析

1長崎市の所得循環構造

・長崎市の経済構造を生産・販売、分配、支出の経済の3面でみると、生産・販売が14β63億円となっていますが、13.1%じあ
たる1,940億円が域外に流出していますこの流出を抑制し、域内で所得が循環する構造を作り出すことが重要となります

喜地域経済構造

本社等への資金として864笥
円か稔出しており、その規摸は
GRPの5■%麦占めている.

本牡等

GRPの5.8%

B64億円

逓勤に伴う所得として卵3億円
が擁出しτおり、その規槙は
GRPの3.2%を占めている.

'

長崎^・は、14,863、.
億円の付加を榔、
ている.

所得

所得

逓勤

GRPの32%

舶3但円

▲

,生産・販売
14,863億円

財政移転捻2,969憶円が湾入して
おり、その規槙はGRPの20.0%を
占めている.

財^転(政府支出一税金)

ユ,969値円 GRPの20.0%

地域性民所得()

②分配

'
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

1平均生産性717.0万円ノ人 1

1全国平均901.8万円/人 1
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

、
所楊

16,485億円

長市の分配は16,485億
円τあり、の生産・販売

14,863億円よりも大きい.

(813位/1,719市町村)

労働生産性は717.0万円/人と全
国早均よりも(、全風τは813
位てある.

1人当たり所侶383.8万円.
全国平均418.1万円

f巨支伍王二三る諾面肩')ー'

所得

その結果、呉嶋市の1人肖
たり所得は383.8万円と全
悟平均よりも(、全国で
1,25ユ位τある.

16

所編

長筒市では貝物や観光等で
消費が273憶円琉入してお
り、その規棋はGRPの
生.8%を占めている。

うちエネルギー代金

^ 458億円
兵市て・は、エネーが
域外へ458俺円の涛出となっ
ており、モの規模はGRPの
3.1%を占めτいる.

③支出

、
所得

14β63億円

.

消費

GRPの1.8%

ユフ3億円

所得

".

(資料)地域経済循環分析2015年版(環境省、株式会社価値創造研究所)

紐常収支

'
GRPの13.1%

1940億円

投資

GRPの0.3船

44億円

投資はU億円壌入しており,
その規ほGRPの0.3%を
占めている

移出入τは1,940篭円の需
出となっており、その規は
GRPの13.1咲,を占めている。

序
章
戦
略
概
要

第
1
編
榧
済
状
況

筑
2
章
課
題
・
成
長
可
種

第
1
章
め
ざ
す
べ
き
妾
と
基
本
目
標

第
ユ
編
成
長
戦
略

第
2
章
施
策
休
系

第
3
章
施
策
展
開

ー
ー
ー
'

「
:
,



②長崎市の産業別純移輸出額

域外から所得を獲得している産業は、はん用・生産用・業務用機械、輸送用機械、情報通信業、保健衛生・社会事業、小売業、金融・
保険業等となっていますこれらは、域内での生産額が大きい産業であり、地域で強みのある産業といえます

'一凹

■産業別純移輸出額【中分類】(億円)

域外から所得を
獲得している産業

1.000

. 域内の経済循環の流れを太くするためは地域力個性や強みを生力して生産・販売を行い、域外力らの所得を獲得する二とが重要てある
純移輸出額カプフスとなて、る産業はモノやサーヒスの購入こ関して、域外への支払い額よりも域外からの受取り額の方が多く、域外か
、所得を獲得できる強みのある産業てある
ここては、産業男1純移輸出額を用いて、域外力わ所得を獲得している産業が何かを把握する
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の二つの可能性が考えられる。
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③長崎市の産業別付加価値額

長崎市で付加価値額が最も大きい産業は、卸・小売業であり、炊いで医療・福祉、製造業、金融・保険業の付加価値額が大きくなって
います。
また、労働生産性は、金融・保険業が最も高く、次いで農林漁業、情報通信業、製造業の生産性が高い状況です

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

■付加価値額【大分類】(億円)

1.800

1,600

1.400

1200

1,000
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200

0

. 付加価値が地域住民の所俣や地方税収の源泉となることから、付加価値の大きい産業は地域において中心的な産業と言える。
ーこではまず、産業別付加価値額より、地域の中で所得を稼いでいる産業が何かを把握する.
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地域経済動向分析調査結果サマリー

◎所得の域内環
.市内総生産の13%程度が域外に流出している

◎生産額・移出額

.生産額が最も大きい産業は、保健衛生・社会事業で2,835億円であり、次いで、はん用・生産用・業務用機械、情
報通信業、建設業の生産額が大きい

.全国と比較して得意としている産業は、はん用・生産用・業務用機械、漁業、保健衛生・社会事業、教育、情報通
信業、金融・保険業等である

.域外から所得を獲得している産業は、はん用・生産用・業務用機械、輸送用機械、情報通信業、保健衛生・社会
事業、小売業、金融・保険業等であるこれらは、域内での生産額が大きい産業であり、地域で強みのある産業と
し、える。

◎付加価値・労生産性
.付加価値額が最も大きい産業は、卸・小売業であり、次いで、医療・福祉、製造業、金融・保険業の付加価値額が

大きい

.労働生産性は、全産業でみると県内では高いが、全国、人口同規模地域と比較すると低い業種別では、金融.
保険業が最も高く、次いで、農林漁業、情報通信業、製造業が高くなっているが、全国比較では第一次産業以外
の労働生産性は全体的に低い水準にある

◎サブライチエーン
.川上産業で最も規模が大きい「はん用・生産用・業務用機械」は、地域内では主に「金属製品」、「電気機械」など

から原材料を調達している域内でのサプライチェーンは比較的少ない構造である。

【産業構造の変化】、、_
製造業の構成比が平成19年度に比べ平成29年度は6ポイント低下するなど非製造のウエイトが高まる。
製造業は造船などの輸送用機械が'45%(H18→H30)、はん用機械が+30%と構造転換が進行。はん用機械にっいては

脱炭素化への取組がボイントに
L

^

^



地域経済動向分析調査結果サマリー(続き)

◎域外への得の流出をい止める
・域外への所得流出を抑えるための産業育成やサプライチェーンを構築する必要がある。

◎規模が大きく外をぐ業種を更に伸ぱす

・はん用・生産用・業務用機械、情報通信業なとは規模が大きく、外貨も稼ぐ産業であり、地域経済を
成長させる上では重要な業種といえる。

済界全体として労生産性をめる

労働生産性は金融・保険業や情報通信業、製造業なとで高いが、全体的に全国平均よりも低い水
凖にあり全体的な底上げが求められる

造などの構造転換を社会全体で後押しする

構造転換や脱炭素化などの新たな社会二ーズへの対応なとが進むよう、社会全体としての後押し
が必要てある。

第
1

戦
略
概
要

軽
済
状
況

第
2
章
課
題
・
成
長
可
能
性

第
1
 
め
ざ
す
べ
き
妾
喜
本
目
根
第
2
章
施
策
体
系

第
2
編
成
長
戰
略

第
3
章
筋
策
展
開



全体売上は、マイナス業種も多くなっていますが、全体の33%を占める卸・小売業の一部企業の売上拡大により、全体の下げ
幅は▲1.3%に止まっています。また、コロナ等の影響が大きい業種は、宿泊・飲食、生活関連サービス業などであり、建設業や
各種サービス業等は、比較的堅調な推移をみせています。
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直近の業績動向分析調査結果サマリー

◎売上
・全体売上はマイナス業種も多いが、全体の33%を占める卸・小売業の一部企業の売上拡大により、全体の下げ幅

は▲1.300に止まった

.コロナ等の影響が大きい業種は、宿泊・飲食、生活関連サービス業など。建設業や各種サービス業等は比較的堅
調な推移をみせている

◎経常利益

.当期は前期に比べ増益業種が増加運輸業などは巣ごもり需要による宅配業などの増益が目立つ全体としては
17%程度の増収となった

・一方、宿泊・飲食サービス業や旅行代理店、結婚式などの生活関連サービス業などで大幅な減益となった。

◎営状態は二化の傾向が強まる。業継支と回復に向けた取が必要

.全体的にはコロナの影響を受け厳しい経営環境がうかがえる。国などの関係機関と連携した事業
継続支援が必要。

.宿泊・飲食サービス業や生活関連サービス業など非常に厳しい経営環境にある業種と、コロナ禍に
おいても売上・利益を伸ぱす業種があるなど二極化の傾向がみられる。

・今後は必要な事業継続支援とともに、回復に向けた取組の両面が必要。
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(4)アンケート調査

市内事業所や市民(特に従業者)の現状と課題、移住希望者の二ーズを把握するために、以下のアンケート調査を実施しました。

匪アンケート調査概要

調査目的

調査対象

調査手法

経営状況や課題、今後の取組意欲などを
把握

調査時期

事業所アンケート調査

サンプル数

回収数(回収率)

直近の売上動向分析の対象事業所

調査内容

郵送による配布・回収

令和3年5月

1,251事業所

436件(34.9%)

事業所概要

経営実績
従業員数の増減
雇用の過不足感、採用計画
設備投資の実績、目的
テレワークの状況

デジタル化への対応状況
行政支援策の活用状況
経営課題
雇用面の課題
資金面の課題
デジタル化の課題
事業承継の課題

長崎市経済活性化への重要な視点
有望な成長分野
今後必要な施策

コロナ禍による家計や市民生活の変化。今
後の就業意欲、希望する働き方などを把握

市民アンケート調査

長崎市在住の18歳から70歳までの男女
(18歳から50歳までを90%、60歳以上を

10%で無作為抽出)

郵送による配布・回収

令和3年5月

2,000人

745件(373%)

性別、年齢、家族構成、世帯年収
現在の職業・職種
コロナによる労働環境・収入の変化
雇用不安、収入不安
キャリアアップの取組
働き方の変化
今後の働き方

在宅ワークにおける課題
消費行動への影響
消費生活の変化
長崎市における有望な成長分野
(無職の方用)
今後の就業意欲
働きたい業種・職種、働き方

移住に関心を持つ人の生活・就業スタイル

や長崎市への移住二ーズや移住決定にあ
たっての重視点などを把握。

移住希望者アンケート調査

福岡県在住者

インターネットアンケート

令和3年5月

13,128人

322人

出身地
家族構成
現在の業種・職種

他地域へ移りたい理由
移住先としての長崎市の可能性
移住後の希望業種・希望職種
移住後の希望年収

移住にあたっての重要事項

23



1事業所アンケート

■売上高・デジタル化への対応状況・雇用の過不足感

新型コロナウイルス感染症の市内事者の経営への影響(売上高)

全体の64%の売上が減少。今の見通しでも42%が少を見込むなど非常
に厳しい状況にある。

<コロナ影響期>

(R2.2月から現在)

全体(N.436)

0%

建設業(N.34)

10%

6.

20%

製造業(N=36)

30%

28.9

情報通信業(N・9)

17.6

4偶

卸売業・小売業(N=156)

宿泊業・飲食サービス梨(N=2田

50% 60%

30.6

70%

222

58.8

80%

640

デジタル化への対状況

クラウドシステムは27.8%の事業所が対応。他の項目の使用状況は1
とどまる。

その他サービス業等(N=125)

医療・福祉(N.5の

90% 100%

16.フ

66.フ

0コ

55.6

1,N
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3」OT

4クラウドシステム

5ドローン

23.5

0 260

OX 1偶
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40B

2偶

横ばい

30%

72.0

雇用の過不足感

全体の25%で人材不足
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40%

不明

892

91.

8.9
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コロナ前から使っている

70%

2.4
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製造案(N=3田

(1、=9
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ーピス N=26)
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その他サービス業等(N=125)

。特に、建設、報通信、観光は3割越え。
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事業所アンケート調査結果サマリー

◎経営状

◎コロナ禍での従員

◎設備投資

・コロナ前の売上は「増加」と「横ぱい」で75%と安定傾向
.コロナ後は6割強が減少。ただし、建設業や情報通信業は比較的影響が少ない
・今後は情報通信や観光業で改善の期待が高い方、その他業種は慎重な見方

.コロナ禍での従業員数は唯一、情報通信業で増加その他は現状維持が多いが宿
泊・飲食サービス業の約3割で削減の傾向も

.業界全体で過不足感が強く、特に建設業や情報通信業で不足傾向

.コロナ前で最も設備投資意欲が旺盛だった宿泊・飲食業の投資意欲が減退

.今後は現状を注視しつつ、拡大路線の事業者が多い

・実施率は約1割継続意向も7割程度と高い
・未実施の3割は実施意欲あり

. A1やロボットなど先端技術の活用は5%未満と大きくは進展せず

.デジタル化への対応状況(AI、ロボット、10T等)は1割未満と少ない

.利用率7割国支援策が最多(全体の45%)

.半数以上が金融機関か税理士に相談。行政系への相談は2割以下

.優秀な人材育成・確保や多角化、経営全体への変革に対する二ーズが増加

.人材確保・育成や販路拡大、雇用維持や資金繰り、経営効率化などを重視

.視点としては「若者」の視点・「高齢者」の視点を重視

.「観光業」と「再生可能エネルギー」が特に注目介護・福祉や環境、医療、半導体
関連なども注目

◎テレワーク

◎先技活用

◎コロナにおける行

支援策の活用状況

◎経営の相先

◎コロナ後の経営スタンス

◎今の点課

◎ 市の済活性化



②市民アンケート

■働き方の変化・増加した外部サービス・消費面の意識変化

緊急事態言にょる働き方の変化

全体の53.4%が変わったと回。後についても、「現在の
口」 0.

全体(N=561)

男性(N=266)

女性(N=295)

あまり思わない

0郭

和.4

13.5

全くモう思わない

20腎

128

増加した外部サーピス

サービスが増加との回答が約3割。

14.2

4鳴

39.9

大きく変わった

429

6側

373

き方をけたいと

食品や食事の提供や宅配のサービス

80郭

465

多少変わった

44.4

感染拡大による消面の意識変化

5割以上が、「冷静な消行」、「他人に
慮。

10鳴

48.5

特に変化はない

1デマや不確実な

200

2.トイレットペーパーやマスクなど、消耗品を大事に使い

たい

40.

報に流されず、冷静な消費行動をと
りたい

276

243

30.1

3.自分さえよければいいという消費行動はとりたくない

4'食品のムダをなくし、なるべく廃棄がないようにしたい

5.食品や日用晶の自給牢(国内で生産する割合を高め

るぺき

6.外国人に頼らなくても、区内経済が回るように考える

ぺき

フ.日ごろから、いざという時の備えとして食品や白用品

の備蓄を行っておきたい

8.社会や環境のことまで考えた消費行動を日ごろから考

えたい

9新型コロナウイルスの影雲で困っている事桑者の商

品・サービスを賓うことで助けたい

10.経済行動が制限されることで地球環境が改善される

可能性がある

全体(N・711)

男性(N=309)

女性(N=402)

慮した消費行」、「廃棄ロス」に配

0、 1偶 2偶 3休 4偶 50% 6峠 70% 80% 90、 1m、

573

8全

51,6

^^

50,1

45:之

日42

部.0

256

474

464

416

旦4 g

非常にそう思う

12、

Z

^^

8,2

そう思う
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市民アンケート調査結果サマリー

◎現在の仕と希望の仕事

◎コロナによる

労境や収入の変化

◎め先のへの配慮

◎コロナ

の不安・

・現在の仕事は、製造業や医療・福祉関連が多いが、希望の仕事としては次産業や
公務などが多い若い世代や老年世代は多様なサービス業への憧れが強い

・現在の職種、希望の職種とも専門的・技術的な仕事が最も多いが、事務的な仕事を
求める人も多い

・全体的には6割が「変化なし」も、宿泊・飲食サービス業では労働時問、業務量、収入
とも大きく減少するなど最も影響が大きい

・8割以上が健康への配慮を実感

.業績については、全体的には5割以上が不安視特に宿泊・飲食サービス業におい
て不安が広がる

.雇用については、4害1が不安視製造業、卸・小売業、飲食・宿泊サービス業におい
て特に不安が広がる

・収入にっいては、6割が不安視年代別では特に若い世代、業種別では、金融や公

務を除く幅広い分野で不安が広がる

・全体では5割が変化を実感特に、情報通信業、金融保険業、宿泊・飲食サービス業
で変化

.在宅勤務や時差出勤等の実施率は約1割 6割以上が収束後も継続を希望するも、

在宅環境や職場のデータ管理の方法などに課題も

.全体の3割に労働の意欲。医療・福祉などの専門的・技術的な仕事やサービスなどが
人気コロナ禍において4割前後が短時間勤務や在宅勤務を希望

.食事会やイベント参加のキャンセルなど、消費行動が大きく減少

.宅配サービスの増加が3割

.今後は5割以上が「冷静な消費行動」、「他人に配慮した消費行動」、「廃棄ロス」に取
弊且みたいなど意識面が変化

.「観光業」と「再生可能エネルギー」が特に注目介護・福祉や医療関連なども期待

によるめ先の績

用不安・収入の不安

◎緊
方の変化

◎無の方の今の労意欲

・コロナ禍によるき

◎コロナ禍における生活スタイル

の変化

◎市の経済活性化における

期待

27



3移住希望者アンケート

移住希望者アンケート調査結果サマリー

◎移住希の割合と崎市が

移住先となる可能性

◎地方に移住したい理由

◎
の

・現在の仕事は、製造業や医療・福祉関連が多いが、希望の仕事としては一次

産業や公務などが多い若い世代や老年世代は多様なサービス業への憧れ
が強い

・現在の職種、希望の職種とも専門的・技術的な仕事が最も多いが、事務的な

仕事を求める人も多い

・「気候や自然環境に恵まれたところで暮らしたい」が約4割で最多「ふるさと

(出身地)で暮らしたい」が3割、「ふるさとではないが、なじみのある地域で暮ら
したい」が2割で続く

・製造業、医療福祉、サービス業、次産業などの希望が多く、約4割が専門

的・技術的な仕事を求めている
・希望年収は300~400万円程度安定した収入が最重要課題に

・安定収入が最大の課題買い物などの生活利便性や住宅価格・広さなど生
活に直結した要素を重視する傾向

市に移住する
業と年収

◎崎市に移住する合の課題

合の希望
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(5)ヒアリング胴

令和3年4月から7月にかけて、大学関係者、金融機関関係者、大手製造業者関係者等に対し、第五次戦略策定に係る考え方や
主要産業の動向等について、ヒアリングを実施しました。

ヒアリンク調査調査結果サマリー

人口減少の要因分析が必要。

既存産業について、どのような対応をまとめるかがポイントのーつである。
経済の予測よりもありたい姿をどのようにみせるかが重要

行政のDX化こそが重要な課題。

経済は民間領域が中心であり行政が対応できることは限られている。今回の戦略は行政がやることを中心にまと
めるべき。
DXやオープンイノベーションを中心とした展開については妥当であると考える
現実を客観的に踏まえて、戦略を書くべき。第四次戦略を踏まえて第五次戦略を策定すべき
大手製造業者、その関連業者が変わる次の5年間でどうなるかを展望すべき
船だけではなく、環境問題・再生可能エネルギー事業をどうするか経済成長戦略の方向性にも反映させる必要
あり。

◎済の予測よりも"ありたい姿"をどのようにみせるかが重要

.今回の戦略は行政がやることを中心にまとめるべき。

. DXやオープンイノベーションを中心とした展開については妥当である。

.大手事業者の動向は経済全体を大きく左右する。ヒアリング等により詳細を把握・分析し、戦略にど
のように盛り込むべきか検討が必要

^

^

t



地域経済の動向・予測査

長崎市は、実質GDPがコロナ前の水準(令和元年10~12月期)に回復するのは令和4年4~6月期ごろと予想され、その後は、年
平均0.6%程度での安定的な成長を遂げると予想されます
平成29年度長崎県市町民経済計算を基に総生産を試算した結果、令和7年度頃の総生産は約1.64兆円程度と予想されます。

■長崎市の地域経済の今後のシナリオ

丘度

和暦

ニロナ影管1

20仭

H21

工鵡 61

コロナ影響加味

卓加畢

世加皐

2010 2011

H22 23

1 553.9 15264 5

1.4船.761 1鶚3,279 1,526.475 1,47フ,闘3 1,512860 1.4m,900 1.533β56 1,印0,145 1,託7,419

翼纓量蜻異市町民羅運計鼻

市内総生産の見通し

佰万円)1,7卯,0卯

1,650.0ι頁)

1,6的,0卯

1,550,0^

゛
子1,5α),0(玲

ず

1,450,0(X)

1,4ιX),0〔X)

1,350.0^

1,3卯ρm

1,250.0ι川

2012 2014卸B 2015

2625 H2724

4773驗 15128釦 1、400900 1、533.価6

2仇6

H部

1、6{め,145

20仭・201刀

1,557.419

5'2%

2018

H30

1.聞7,497

20220019 ウ020

R2 R4RI

1,57フ.釘6 1.蛤7.砧4 1597,732 1.607.811

1,567.497 1,57フ,576 1,5

.460

2010

現室

准計

2011 2012

計画弼間

2023 帥24

R5 R6

6 78鵠 6?フ.967 1638046

52゜幸2m ・2025

2ml-2025 25%

1568190 1577959 158 27

202..2025 -5.

2013

1548652 1 防842!

29%

^^

(百万円)

2014

^^

2015

^^^

今後

2016

^^

2017 2018 2019 2020

シナリオΦ

シナリオ②

シナリオ③

シナリオ④

2021 2022

(資料)長崎県市町民経済計算を基に推計

2023 2024 2025
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地域経済の動向・予測調査調査結果サマリー

国内の景気回復のシナリオ
.令和3年4月以降の3回目の緊急事態宣言の発出で景気下振れりスクが高まっているが、社会全体で感染防止へ

の取組が進んでいるうえ、ワクチンの接種が進む効果、海外経済の拡大などから深刻な悪化は回避できる見込
み

業種別シナリオ(文献調査)
.コロナ禍によるネガティブ要素もあるが、ニューノーマルに対応したビジネスチャンスの拡大やDXによる生産効率

向上などポジティブ要素も多い

◎長市の済は令和4年ごろにコロナ前の水準まで回復しその後は安定的に成長

.新たな変異株の発生なとのりスクは含むものの、今後、世界的なワクチン接種の進展により、経済
全体としては回復基調に進むことが予想される。

実質GDPがコロナ前の水準令和元年0~12月期)1こ回復するのは令和4年4~6月期ごろと予想さ
れその後ま、年平均06%程度ての安定的な成長を遂げると予想される。

干成29年度長崎県市町民経済計算を基に市内総生産を試算した結果、令和7年度頃の総生産は
竹164兆円程度平成29年度比52%増)と予想される。

^

^



第四次長崎市経済成長戦の評価

(1)数値目の達成状況

第四次戦略では、基本方針として「競争優位を備えた魅力ある企業群を創出」を掲げ、 Wよ造船・造機製造業)」、「食(食品加
エ・飲食)」、「観(観光関連)」、「企業誘致」力追なる戦略が描かれていますそれぞれの部門に数値目標を設定しており、達成状
況は、 W削では5つの指標のうち2つが達成、「食」では2つの指標のうち1つが達成、「観」では3つの指標のうち1つが達成、「企

業誘致」では2つの指標どちらも達成しています。

■第四次長崎市経済成長戦略數値目標の達成状況(令和3年11月末時点で目標数値の令和2年度実績が確定していないものは、令和兀年度実績で評価しています)

指標名 出典等基準値

製造業の売上の増え方

や競争力向上の度合い
を計る

はん用機械器具・輸送
用機械器具の製造品出
荷額[暦年]

船
中小製造業の売上の増
え方や競争力向上の度

合いを計る

【補助代替指標】
はん用機械器具・輸送
用機械器具の製造に係

る従業者数

域外との貿易の状況を
計る

工業統計
調査

(経産省)

従業者数4人以上200人

未満の事業所の製造品

出荷額等[暦年]

境・新工才、ルギー分野
などへの事業拡大の度

合いを計る

3980億円

(H25年

実績)

工業統計

調査
(経産省)

長崎港の対アジア

貿易額[暦年]

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

工業統計

調査

(経産省)

8,133人

送用機械器具製造業
以外の出荷額等

[暦年]

3,980

1,020億円
(H25年

実績)

4,459

貿易統計
(財務省)

1120%

3,980

8,020

9,528

900億円
(H25年

実績)

4,941

工業統計

調査
(経産省)

124.1%

1188%

3,980

フ.964

4,305

1,020

3,313億円

(H25年

実績)

フ,507

1082%

1,390

3,980

3,555

943%

1363%

フ,908

1,020

5β22

1285

782

893%

1,227

3,980

73.6%

1203%

7β52

60,9%

1,0201,020

1,14512月確定予定

5,184

1,372

3,313

66.0%

フ70

1123%

3,086

7296

56.1%

3,313

93.1

1,459

740

3,636

50.フ%

1,020

109.フ%

1,546

422

3,313

4,073

273

122.9%

1,546

3,313

3,581

108.1%

3β13
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食料品製造業の売上の

え方や競争力向上の

度合いを計る

食

料品製造業の売上の
え方や競争力向上の

叉合いを計る

業者数4人以上の食料

品製造業の事業所の製
造品出荷額等[暦年]

指標名

光がまちにもたらす経
済効果や、長崎観光の

魅力向上等の度合いを

三る

【補助代替指標】
業者数4人以上の食料

品製造業の事業所にお

ける従業者1人当り粗付
口価値額

出典等

観

工業統計

調査

(経産省)

光振興施策全般の推
成果の度合いを計る

基準値

251億円

(H25年

実績)

観光消費額
[暦年]

光振興施策全般の推
成果の度合いを計る

工業統計
調査

(経産省)

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

致・立地実績によって、
用の拡大へ向けた取

の進捗状況を計る

観光客数

[暦年]

432万円

長崎市

観光統計

251

外企業の立地に伴う

規雇用者数によつて、

用創出の進捗状況を
る

【補助代替指標】
観光消費単価

27

1,203億円

(H25年)

1 10.0

長崎市

観光統計

251

企業立地件数

(市外企業新設)

[累計]

442

272

108.4%

608万人

(H25年)

430

長崎市
観光統計

251

973

企業誘致に伴う新規雇

用者数[累計]

447
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1,40

1,45

104.1

6750

7078

1049

20,741

20,606

993

12

17

141.フ

2,000

1.950

97.5

1032%

463
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19.796円

1036
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1,480

1.496
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98Bg6

468

4件

(H25年度)

103.5%
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1,530

1,492
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695.0
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(H25年度)

705.5
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691.8
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980
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(2)評価結果

数値目標の達成状況は、前述のとおりですが、数値には表れない近年の経済動向やコロナ禍という特殊事業も考慮しながら直
近の状況の考察を次のとおり行いました。

船
(造船・造機製造業)

ア高度な技術・技能を有し、効率的
で高い生産性を生み出す体制の確

食
(食品加工・飲食)

寸、

イ技術力で差別化できる高付加価値
船舶・製品の製造

ウ造船・造機技術が活かせる新たな
事業分野への進出

工国際的な競争力の維持・強化

'

二ι

ア事業者の特性(多品種・希少性・
和華蘭食文化)を活かし、商品価
値に見合った高単価での販売体制
を確立することで、域内の市場縮
小分を単価上昇分で補填できてい
る。

イ各事業者が各種セグメントの中か
らターゲットを明確にし、効果的
な販路開拓戦略のもと、大都市圏
及び海外へ販路開拓を図っている。

ウ観光客等をターゲットとした、お
土産品や飲食店の商品及びサービ
スが充実し、消費行動を促し、
しい顧客開拓ができている。

ア省エネ技術・建造技術,1T/!OT化への対応の分野で効率的で高い生産

性を生み出す体制が確立されてきた。

イ環境対策・省エネ対策・1T/10T化への対応分野で差男IHヒできる高付加

価値船・製品が製造されてきた。

ウ造船・重機械の技術を活用して、再生可能エネルギー、石炭火力等の分野
への進出が行われてきた。

工大手造船企業を中心として国際鼓争力維持・強化のための技術開発・製品
化が行われてきた。

(食品加工)

アマクロ経済・業界全体として高単価での販売体制の確立は検証できないが、
企業によっては、水産加工などの分野で高単価での販売体制を確立できてい
る。域内の市場縮小分を単価上昇分で補填できている企業もある。

イ顧客層に基づくターゲット戦略により、大都市など域外市場への販売を強
化できている例が、菓子・水産加工品などの分野で生まれている。ただし、
令和2年からの新型コロナウイルス感染拡大により、巣ピもり生活の常態化の
中で、 ECを用いた販売額を増加させる企業も現れた。

ウ観光客をターゲットとしたお土産品などの商品が充実し、新しい顧客開拓
ができてきている。ただし、令和2年から令和3年にかけては観光客の滅少に
より、観光客向けの売り上げが減少している。

(飮食)

アホテル・レストランなどの高価格帯商品・メニューの販売が行われ、高単
価で売り上げを増加させてきた企業もある。

イ飲食分野で出店やECを用いて大都市向け惣菜・弁当などの販売を増加させ
る企業も現れた。

ウ令和元年度長崎県観光統計によると、飲食・娯楽費用は518億円、構成比
34.フ%と大きな市場となっている。その中で、新たな顧客開拓が出来ている企
業もある。ただし、令和2年から令和3年にかけての観光客落ち込みにより、
市場全体としては減少傾向にある。
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基本
方針

観
(観光

部門別目指す方向性

連産業)

ア年間を通じて多様な来訪者(観光
客・ビジネス客等)が訪れている

イ来訪者の二ーズをとらえた高付加
価値で、満足度の高いサービス・商
品が提供されている

ウ都市基盤が整備され、来訪者の受
入態勢が整備されている

工産学官による地域一体となった観
光地域づくりの推進体制が確立され
ている

企業誘致
ア長崎の強みを活かせる企業誘致

イ良質な雇用の創出と所得の向上

ウ産業発展に寄与する業種の立地

ア平成30年の観光客数は706万人と過去最高を突破。令和元年も692万人と横
ぱいを維持するなど堅調な動きにあった。消費単価も宿泊客で増加傾向に
あり、令和元年は過去高値となった。

イ多様な商品開発が進んでいたが、令和2年に長崎市版DM0が実施したアン
ケート調査によると、来訪者の総合満足度は全国平均※に比べ9ポイント低
く更なる改善の余地がある。

ウ長崎駅周辺整備、出島メッセ長崎の推進、出島復元プロジェクトの完成、
長崎恐竜博物館の新設など新たな基盤整備が進んでいる。

工観光地域づくりの推進体制整備として、平成30年に長崎国際観光コンベン
ション協会が日本版DM0に登録。令和2年には長崎市版DM0事業計画が策定さ
れるなど本格的な地域づくり体制構築が進んでいる。

ア長崎の強みである①情報通信関連の人材の豊富さ、②高等教育機関の数が
他都市比多いこと、③地震など自然災害のりスクが比較的少ないこと、を
活かして新たな製造業(データベース企業を含む)・情報関連産業・オ
フィス系サーピス業などが立地してきた。

イ誘致企業による良質な雇用の創出が行われ、これら企業により所得の向上
が実現してきている。雇用数については、平成29年度から令和2年度までの
4年間に1,176人の雇用が増加した。

ウ産業発展に寄与する業種として、製造業・オフィス系企業両方の立地が進
んできている。平成29年度から令和2年度までの4年間に、新設17社、増設

3社を含む20社が長崎市に立地している。特に近では、 AI・10Tなどの先
端的情報関連企業などが、長崎県での社会実証,実装を求めて立地する事
例が増えている。また、新たな動きとして、医療機器メーカーの立地もあ
り、健康・医療関連産業の立地も始まった

総括】

企業誘致や観光振興なと一定の効果がみられたものの、グローハル化やコロナ禍の影響より造船業や
食品加工・飲食業なとては苦境が続いている

成長産業て掲げられた「船」「食」「観」「企業誘致」の相互連携が感じにく<、市民や事業者、関係機関等
が共感する長崎市経済全体としての活性化の方向性・メッセージが希薄てある。

直近の状況と考察

ー^
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第四次長崎市経済成長戰略の評価サマリー

◎(造船・造機製造業)

・省エネ技術・建造技術・1T/10T化への対応の分野で効率的で高い生産性を生み出す体制が確立されてきた。環
境対策・省エネ対策・1T IOT化への対応分野で差別化できる高付加価値船・製品が製造されてきた。造船・重機
械の技術を活用して、再生可能エネルギー、石炭火力等の分野への進出が行われてきた大手造船企業を中心
として国際競争力維持・強化のための技術開発・製品化が行われてきた

◎食(品加工・飲業)

・マクロ経済・業界全体として高単価での販売体制の確立は検証できないが、企業によっては、水産加工などの分
野で高単価での販売体制を確立できている域内の市場縮小分を単価上昇分で補填できている企業もある。

◎観(観光関産業)
.観光地域づくりの推進体制整備として、平成30年に長崎国際観光コンベンション協会が日本版DM0に登録。令

和2年には長崎市版DM0事業計画が策定されるなど本格的な地域づくり体制構築が進んでいる
◎企誘致
・平成29年度から令和2年度までの4年間に、新設17社、増設3社を含む20社が長崎市に立地している特に最近で

は、AI・10Tなどの先端的情報関連企業などが、長崎県での社会実証・実装を求めて立地する事例が増えている。
また、新たな動きとして、医療機器メーカーの立地もあり、健康・医療関連産業の立地も始まった。

◎観光や企誘致では一定の効果あり。分野横断型での取の必要性

・企業誘致や観光振興など一定の効果がみられたものの、グローバル化やコロナ禍の影響により造
船業や食品加工・飲食業なとては苦境が続いている。業種転換も含めた抜本的な改革が求められ
る

成長産業で掲げられた「船」「食」「観」「企業誘致」の相互の連携が不足している可能性。統ーコンセ
プトての取組やオープンイノペーションなど分野横断型での取組が期待される。
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^長市のポテンシャル分析
今後の経済成長戦略を検討する上で長崎市の"強み"や"追い風"となるポテンシャルを次のとおり取りまとめます。

1100年にーのまちづくり。交流拡大やビジネス出盤づくりが進む
.令和3年には出島メッセ長崎、長崎のもざき恐竜パークのオープン、令和4年に西九州新幹線開業、令和6年にスタジアムシティ誕生など、

現在、長崎市では100年に一度といわれるまちづくりが展開されている。
・新たな人、モノ、情報の交流促進による地場産業の活性化や新産業の創出など経済の多様な側面への波及効果が期待される。

②地域経済の活性化をげたたな金機関の誕生など民にょる地方生の推進に期待
・令和2年10月に十八銀行と親和銀行が合併し誕生した十八親和銀行は、合併によるによる効率化を通じて、将来にわたり長崎県経済の

発展に貢献する地域金融機関本来の役割を果たすための具体的な取組を掲げており、ふくぉかフィナンシャルグループとしてのネット
ワークのもと、地方公共団体との連携による地方創生の取組も進めている

.ジャパネットホールディングスによる長崎スタジアムシティプロジェクトに翁いて、オフィスなどの周辺施設の開発が予定されているなど、
民間主導の地方創生の推進が期待される。

③大におけるデジタル系人材成に対する取組の強化
.長崎大学、長崎県立大学をはじめとする市内大学ではSociety5.0などの新たなデジタル社会に向けた人材育成が進んでいる。
.長崎大学では、令和2年に「情報データ科学部」が新しく設置、長崎県立大学では平成28年に情報システム学部が新設され、令和3年に

は情報セキュリティ学科の学生とIT企業が共同で研究する「情報セキュリティ産学共同研究センター」が開設予定である。今後も市内の
誘致企業やIT企業も含む産学官の連携体制のもと即戦力の人材育成が期待される。

④ICT.DX の誘致企・が増加。優秀な人材、ノウハウの受け皿として地場企とのも期待
.長崎市では、企業誘致を積極的に展開令和元年度までの誘致企業数は28社(市全体の0.2%)、同企業の雇用計画人員は3,723人

(市全体の2.0%)と新たな雇用の受け皿となっている
.特に近年ではA1や10Tなどの先端的な技術を扱うICT・DX関連企業の誘致が続いており、前述した雇用に加え優秀な人材やノウハウな

どの受け皿や移入先としての期待が高まっているまた、地場企業とのオープンイノベーションの環境整備も進んでおり、産業全体への
波及効果も期待される。

⑤オーブンイノペーションのづくりが進行
.令和2年に長崎サミットにおいて「オープンイノベーション宣言」が行われた以降、様々な取組が行われている。
.長崎市でも、令和3年度よりオープンイノベーション型事業創出プロジェクト補助金を創設し、新たなビジネスモデノレ倉11出に向けた事業を

行う事業者の支援を開始。今後も大学や市内外企業、行政が連携した取組が期待される



⑥コロナ禍にょるマインドセツトや働き方改革など地方創生の新たな可能性
・コロナ禍により東京一極集中の課題が浮き彫りとなった今、企業の地方移転やりモートワーク、地方移住などの新たな生き方・働き方に注

目が集まっている。
・現在でも社会移動の流出超過が続く長崎市であるが、令和3年4月の社会動態は'1,222人と2年連続減少した。ニューノーマルの新し

い社会は、地方創生の新たな可能性を秘めるものと言える。

⑦コロナ禍で注目を集める長崎大学医学部。ヘルスケア・ライフサイエンス関連産業化への可能性
・熱帯医学研究を目的とする国内唯一の公的機関である長崎大学熱帯医学研究所は、新型コロナウイルス研究で大きな成果をあげて国

内外から注目を集めている。長崎大学では、国家プロジェクトとして、日本はもとより世界の感染症を克服するために、その病原体の研究
と人材育成を担う拠点となるBSL-4施設を支援することを決定。平成29年4月には、この国家プロジェクトを推進するために長崎大学感
染症共同研究拠点が創設され、今後、国家プロジェクトとして感染症に関する研究や人材育成が進むことが予想される。

・大手コンサノレ会社デロイトトーマツコンサノレティンググノレープのデロイトトーマツファイナンシャノレアドバイザリー株式会社が公表している
レポートによれば、国内へルスケアマーケットの規模は45兆円程度と見られ、日本の産業全体の7%程度に相当する巨大マーケットであ

り、コロナ禍や高齢化に伴い市場の拡大は確実とも言える。
.このような社会環境と長崎大学を中心とした長崎市の医薬環境は今後、ヘルスケア・ライフサイエンス領域の産業化に繋がるポテンシャ

ルを秘めていると考えられる。

⑧造船をはじめとする海洋関連産業の集積とストツク。海洋資源を活用した新分野への期待
・ 160年以上の歴史を持つ長崎市の造船業は長年に渡り長崎市の経済をけん引してきた。現在でも三菱造船を中心に多くの関連企業が

集積し、人材、設備、技術が蓄積。近年では造船分野における世界的な競争激化から厳しい状況が続くが、火力発電事業など新分野
への構造転換も進行してきた。

.カーボンオフセットなど新たな社会に向けた更なる変革が求められるが、長年に渡り培われた長崎市の海洋・モノづくりのストックは貴重
な財産であることは言うまでもなく、豊かな自然環境を活用しながら、今後も長崎市の経済を牽引する分野として更なる進化・活性化が期
待される。

⑨観光地としての高いポテンシャル。出島メツセ長崎開業にょる交流の産業化の加速に期待
.民間調査会社のブランド総合研究所が毎年実施する市区町村魅力度ランキング2020において、長崎市は全国22位と上位にランクして

いる。またJTBパワーインデックス調査2020年においても、認知度、訪問意向、総合満足度、再訪意向、推奨意向とも全国平均を上回
るなど、国内有数の観光地としてのポテンシャルは依然として高い。

.平成30年、長崎市の観光振興の舵取り役となる長崎市DM0を設置。令手吃年には観光庁より重点支援DMO(全国32法人)に選定。同
年、長崎市観光・MICE戦略及び長崎市版DM0事業計画が策定され今後の更なる展開が予定されている。

.令和3年Ⅱ月には出島メッセ長崎が開業。多様なMICEの開催など長崎市が掲げる交流の産業化の加速化が期待される。
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長崎市のボテンシャル分折サマリー

100年に一度のまちづくり。交流拡大やビジネス創出基盤づくりが進む

地域経済の活性化を掲げた新たな金融機関の誕生など民間による地方創生の推進に期待

大学におけるデジタル系人材育成に対する取組の強化

ICT・DX関連の誘致企業が増加優秀な人材、ノウハウの受け皿として地場企業との連携も期待

オープンイノベーションの環境づくりが進行

コロナ禍によるマインドセットや働き方改革など地方創生の新たな可能性

コロナ禍で注目を集める長崎大学医学部へルスケア・ライフサイエンス関連産業化への可能性

造船をはじめとする海洋関連産業の集積とストック海洋資源を活用した新分野への期待

観光地としての高いポテンシャル出島メッセ長崎開業による交流の産業化の加速に期待

◎100年に一度のまちづくりなど大きなポテンシャル。ビンチをチャンスに変える大胆な施が必要

.コロナ禍による非常に厳しい状況にあるが、長崎市全体を傭瞰すると100年に一度のまちづくりや大学
の取組など大きなホテンシャルがあふれている今後は、これまてにない視点て産学官か一体となっ
た戦略的な取組が必要てある

^

『^
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第2章長崎市経済ι」おける課題・可能性、ボテンシャル、成長可能性分野

課・可能性分析

基礎調査結果を踏まえ、第玉次長崎市経済成長を策定するにあたっての課題を次の5つにとりまとめます

課題・可能性1

既存の幹産業の市場拡大やメガトレンドに合わせた構造転換(新分野進出など)のほか、ポストコロナを見据えた
成などにより、長崎市の持続可能な経済基盤となる成長産のクラスターを形成することが求められています。

域外から所を獲得する稼ぐ力のある産業の成

これまで(コロナ前)

長崎市の産業分野の中で域

外から所得を獲得し、かつ、稼ぐ
力が強い産業は、はん用・生産
用・業務用機械、輸送用機械、

情報通信業、保健衛生・社会事
業、小売業、金融・保険業、教育
その他サービス、宿泊・飲食
サービス、運輸・郵便業、漁業、
専門・科学技術・業務支援サー
ビス業などである。

これから(ポストコロナ)

◎これまで長崎市の地域経済を支えていた造船が低迷し、今後も厳しい環境が予想される。

◎力ーボンニュートラルなど時代の二ーズに応じた製造の構造転換が求められている。

◎IT系誘致企の増や大学の関連学部開設により情報通産業のクラスター形成の可能性
が高まつている。

◎コロナで大きな影を受けた卸・小売業や観光(宿泊、飲食など)の再生が求められている。

◎コロナにより長大学が強みとする医関連や感染症対分野などの成長可能性がある。

産の育
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課題・可能性2

長崎市の得循環構造をみると総生産の13.1%
サプライチェーンの構築、消境の整備により

域内サプライチエーンの構築や域内調達率の向上など地域内で所得が
仕組みづくり

これまで(コロナ前)

地域の所得循環構造をみると、
GRP(域内総生産)の13.1%

(1,940億円)の所得が域外に流
出している。

課題・可能性3

長崎市の労働生産性は全国平均に比べ低い水にあります。特に付加価
挙げた労生産性の向上に取り組む必要があります。

(1,940億円程度)の所得が域外へ流出しています。地場
得が域内で循する構造を構築する必要があります。

これから(ポストコロナ)

◎所の域外への流出は、地業者の麓争力強化やサプライチェーンの再構築による域内調
達率の向上により、抑制できる可能性がある。

◎メガトレンドであるグリーン社会の現に向け、域内でのエネルギー調達の仕組みを検討する
必要がある。この中で、海洋源がで、かつ、造船技術が培われた長崎市は調可能性
がある。

これまで(コロナ前)

経済センサスの労働生産性は、
全産業で全国平均に比べ、事業
所当たりで▲195%、従事者1人
当たりで'138%と低い水準。
事業所当たりでみると、特に、
報通信業、運輸業・郵便業、卸・
小売業、学術研究・専門・技術
サービス業などで全国平均に比

べ3割以上低くなっている。

済界全体における労生産性の向上と営基強化に向けた取組強化

これから(ポストコロナ)

◎全体的にDX化が遅れている。戦略的なDX化により企変と労生産性の向上の可能性
がある。

◎労生産性が低い小売・観光・飲食サービスなどは、DX化や高付価商品の造成如何
によっては、単価向上の可能性がある。

◎コロナにより市民の消マインドが変化。者はその二ーズに応じた高付加価値化や新分野
への進出など、新たな展開が求められている。

環する

業者の競争力の強化や

の大きい情報通信やサーピスなどを中心に、 界を



課題・可能性4 新たな活力源となる企業誘致や起業(スタートアツブ)・オープンイノベーションなど
分野横断型での取組支援の強化

市では、 1T・先端技分野や保険・BPO (企業の問接部門業務を受する事業)分などを中心に付加価の高い企業
誘致が進行中でt。今後は、将来的な成クラスター形成を展する分野など、戦略性のある企誘致に一層取り組む必要があり
ます。また、同時にする分野の業支援やオーブンイノベーションにょる事業出などに取りむ必要があります。

これまで(コロナ前)

平成23年度から令和元年度ま

での誘致企業数は28社、増設
が3社の計31社、雇用計画人員

は3,723人となっている。

令和元年度の長崎県内の開業
数は953社(全国26位)、開業率
は38%(24位)。福岡県の4,707
社に比べると20%の水準。

課題・可能性5

これから(ポストコロナ)

者が持ちえない先進的・革新的な技術・人材等の移入。経済活性化の◎企誘致は、地

起剤となり得る。

◎誘致企業は、長崎市の雇用に大きく献(数割合02%に対し従者数は2.0%と10倍)し
ており、今後も新たな用の受け皿としての期待が大きい。

◎IT分野の企業誘致は、長崎大学や立大学の情報系学部・学科の学生の受け皿となり得る

また、オープンイノベーションにより業や地事者への献も期待される。

◎全体の数は年約900件、開率は3.8%と全国中位。展次第では伸ぴしろがある

若者の人口流出が進む中、
マツチング強化や人材成、

これまで(コロナ前)

今後も人口減少・少子高齢化

は進行。2045年ごろには人口は
31万人程度まで減少する可能

性。年齢別では20~24歳(平成
27年当時)の若者は平成27年か
ら令和2年までの5年間で約
3,100人減少('14.5%)。若者
流出に歯止めがかかっていない。

人材確保・人材成と多様なき方など人への投の拡大

事者の人材不足が顕在化しています。今は、大と連した地元定楚の強化に努めるとともに、

多様な働き方への対など人への投拡大を図ることが必です。

これから(ポストコロナ)

◎者の人材確保に対する二ーズが高い。

◎人口減少・若者減少が進行しており、将来的に労力不足に陥る恐れがある。

◎短時務やテレワークの要増など市民の働き方の識が変化。多様なき方が求められ
ている。

◎若者流出がいているが、マッチング次第では人材確保の可能性がある。
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^成長可能性分野の検討
基礎調査の定量データで明らかとなった「コロナ脆弱性」、「稼ぐ力」、「労働生産性」、「雇用力」、アンケート調査結果から浮かび上

がる事業者の期待」と「市民の期待」より、長崎市の経済活性化を牽引する可能性がある分野を次のとおり導き出しました

アンケート調査定データ(経済センサス・企業決データ)
評価

労働コロナ (03つ以上)事業者の期待 市民の期待稼ぐ力 雇用力

1.農業・林業 XXX

2.漁業 XXX

3.鉱業・採石業・砂利採取業 X

△△4.建設業

5.製造業 X

6.電気・ガス・熱供給・水道業 X

フ.情報通信業 XX

△8.運輸業・郵便業

9.卸売業・小売業

10.金融業・保険業 X

Π.不動産業・物品賃貸業 XX

12.学術研究・専門・技術サービス業

13.宿泊業・飲食サービス業 XX

△14,生活関連サービス業 X

15.教育・学習支援業 △ XX

016.医療・福祉(※関連産業として) X

17.複合サービス業 XX

△△18.サービス業(その他) X

.コロナ脆弱性:企業決データの経常利益のコロナ後コロナ前との比較において、 0 強い 10貼以上、△(普通)
稼ぐ力.付加価値額(経済センサス) 0(強い)2000円~1000円、△(普通"000円~300円、X 弱い)300.

労働生産性(経済センサス) 0(高い)500万円以上/人、△(普通)500~400万円人、 X(低い)400万円人未満.

.雇用力(経済センサスン0(強い)4~1万人、△(普通 1万人~1千人、X(弱い)1千人未満

.事業者,市民の期待.各アンケート結果●30鮖以上、030%~10%未満

X (弱い):-10%未満10~-1096、

円未満

.

●(再エネ関連)

0

、

成長可能性分野

●(ヘルスケア含む)●(ヘルスケア含む)

.

●(再エネ関連)

0
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ポテンシャル、課題・可能性、成長可能性分野のまとめ

これまで整理した長崎市のポテンシャル、課題・可能性及び成長可能性分野を第五次長崎市経済成長戦略の施策・事業へ反映さ
せます

現在の崎市の経済情

100年に一度のまちづくり。交流拡大やビジネス創出基盤づくりが進む
地域経済の活性化を掲げた新たな金融機関の誕生など民間による地方創生の推進に期待
大学におけるデジタル系人材育成に対する取組の強化
ICT・DX関連の誘致企業が増加。優秀な人材、ノウハウの受け皿として地場企業との連携も期待
オープンイノベーションの環境づくりが進行
コロナ禍によるマインドセy卜や働き方改革など地方創生の新たな可能性

コロナ禍で注目を集める長崎大学医学部。ヘルスケア・ライフサイエンス関連産業化への可能性
造船をはじめとする海洋関連産業の集積とストック。海洋資源を活用した新分野への期待

観光地としての高いポテンシャル。出島メソセ長崎開業による交流の産業化の加速に期待

域外から所得を獲得する稼ぐ力のある産業の育成

域内サプライチェーンの構築や域内調達率の向上など地域内で所得が循環する仕組みづくり
経済界全体における労働生産性の向上と経営基盤強化に向けた取組強化3

④ 新たな活力源となる企業誘致や起業(スタートアップ)・オープンイノベーションなど分野横断型での取
組支援の強化

⑤人材確保・人材育成と多様な働き方など人への投資の拡大

44
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めざすべき姿を実現するための

・事業へ反映
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※ SDGS(持続可能な開発目標)と経済成長戰略の関係性

・持続可能な開発目標(SDGS:SU暁oinable De"elopment
Goals)とは、 2001年に策定されたミレニアム開発目標
(MDGS)の後継として、2015年9月の国連サミットで加盟
国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための
2030アジェンダ」に記載された、 2030年までに持続可能
でよりよい世界を目指す国際目標です。

.17のゴーノレ・169のターゲットから構成され、地球上の

「誰一人取り残さない(1eave no one behind)」ことを誓っ
てぃます。SDGSは発展途上国のみならず、先進国自身
が取り組むユニバーサル(普遍的)なものであり、日本と
しても積極的に取り組んでいます。

.地方自治体にとっても、SDGS達成へ向けた取組は、人
口減少、地域経済の縮小等の地域が抱える課題の解決
に資するものであり、多様なステークホルダーと連携のう
え、SDGSを原動力とした地方創生を推進することが期
待されています。

.こうしたことから、長崎市においても政策全般においてS
DGSの反映を進めており、経済成長戦略に掲げる施策
にっいてもSDGSの理念を反映させてまいります。
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第2編
めさすべき姿と基本目標

めざすべき姿と本目標

第五次長崎市経済成長戦略のめざすべき姿を定量的な目標(伊上域内総生産1.8兆円など)ではなく、定性的な目標として第五次総
合計画基本構想のまちづくりの方針Cに示される「人や企業に選ばれ、産業が進化し続けるまち」とします。また、めざすべき姿を達
成するための施策の柱となる視点を「新産業・スタートアップ』、「地場産業」、「事業継続・雇用」と定め、視点にそった基本目標を設定
します

第五次長崎市済成長戦略

の具体的な視点とそれぞれのめざす姿)

新産業・スタートアップの視点

人や企業に選ι、れ、産業が進化し続けるまち

情報通信、医薬・感染症分野、環境・
エネルギー分野など、これまで長崎
市になかった新たな成長分野が生ま
れている。
スタートアップ企業が徐々に増加し、
起業家ネットワークが生まれている。

本目尓A

戦略的な企業誘致やスタート
アyプなとにより競争力のある

成長分野を育成する

めざすべき姿)

地場産業の視点

DXが進み意欲のある地場事業者の
経営改善、構造転換が進んでいる。
地場事業者から全国トップクラスの経
営を行うりーディング企業が生まれて
いる。

基本目標B

意欲のある地場事業者の

経営改善や成長を後押しする。

事業継続・雇用の視点

コロナが収束し、地場事業者が経営
を回復している。
現在の雇用が守られ、若者の定着が
進んでいる。

基本目標C

危機を回避しながら、
雇用を支え、人材の育成と定着

を実現する。
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めざすべき姿と施策の成

第五次長崎市経済成長戦略では、4年後のめざすべき姿の実現に向けて施策を展開することとし、基本目標に沿った3層の施策によ
る構成とします。

■施策の構成と展開イメージ

これまでの戦略
W"、「食」、「観」
+「企業誘致」

コロナ危機

直前の本市

の経済

成長率_ーーーー

^^^

コロナショック

成長率
'4,6%

現在の本市

の経済

,導詠寡や/現状程度の'、

.、ブ存じ、ーの識>}、、将来の姿,ノ._アヅブ存じーの屯"プ、、将来の姿/
1.,,ーニニ、、、、

ーーイ意欲のある地者の/"'、、
ニ_ L 経電.改_ヤ塵毛を_珂k{現状維持の、
'、支え人材しなから、'、、、、//'

、 J璽蛋、、、、""'、、/現在よりも'、
1 悪化した 1

SocieW5C
SDGS

カーボンニュートラル

^1

^1^

1^

(めざすべき姿)

や企業に選ばれ
産業が進化し,リ
続けるまち

^^^、

、
、

'、、将来の姿/
^^

i

総
生
産



第2章施策体系

第五次長崎市経済戦略における施策体系は、めざすべき姿と3つの基本目標、8つの施策とします。また、成長可能性分野に関連する
もののうち特に重点的に取弊且むものを重点施策と位置付けます

施策めざすべき姿 本目標

戦略的な企業
誘致やスター
トアップなど

により齢争力
のある成長分

野を育成する。

48

A-1 職略的企

意欲のある地
場事業者の経
営改善や成長

を後押しする。

A-2 新事業の期出や新分野への進出支擾

致の推進

B-1 経基の強化支援

B-2 生産性向上のための取組への支

危機を回避L

ながら、雇用
を支え、人材
の育成と定着

を実現する。

川基幹産業の発展や成長分野のを見据えた
企業誘致の展開

②誘致環境整備と継続的フォローアップ

B-3 輔争力の強化支擾

個別施策

C-1 危機を回避する事継続支援

①オープンイノベーションの推進
②スタートアップ支援
信)持続的・着実な成長をめざす起業支援

C-2 人材の成支援

n)融資制度の充実
②地場事業者への支援及び関係機関との連携

Π)ソフト面の支援
②ICT等設備の導入促進

m交流人口の拡大に伴う消費拡大の取組支援
②域外への情報発信と販路拡大
B)魅力ある製品・サービスの開発の促進
④リーディング企業を生み出す支援

C-3 人材の確保支援

成長可能性分野

n)事業継続支援

川人材の育成

m企業情報の発信
②採用活動の支援
③雇用の受け皿となる企業の受入れ態勢の整備
④担い手確保・就業支援
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第3章具体的施策展開

基本目標A 戦略的な企業誘致やスタートアツプなどにょり肌争力のある成長分野を育成する。

(めさすべき姿)
.報通、医薬・染症分、・エネルギー分野など、これまで市になかったたな成分野が生まれている。
・スタートアップ企が徐々に増加し、起ネットワークが生まれている。

数値目標

・企業誘致に伴う新規雇用者数

・地場企業等と県外企業等との協業による新規事業創出に係る実証事業の実施件数

施策A-1 戦略的企業誘致の推進

基幹産業の発展や成長分野の集積などを勘案した対諒業種の絞り込みを行い、地震が少なく人材が確保しやすいという長崎市の強み
を活かした企業誘致を進めますまた、誘致企業が事業展開を円滑に行えるよう、誘致企業の従業員の確保をはじめとしたフォローアツ
プを充実します。

・企業立地件数(市外企業新設)[累計]

幹産業の発や成分野のを見据えた企業誘致の展開

基幹産業と親和性が高い、海洋産業、洋上風力関連産業、
医工連携関連産業等の企業を誘致するとともに、近年集
が進むA1技術の研究開発拠点等のΠ関連企業のさらなる誘
致を進めます。また、自然災害や感染症りスクを踏まえた
BCP対策としての拠点分散や地方回を捉え、地が少な
く人材が確保しやすい剥点を活かした企業誘致を進めます。

数値目標

個別施策(2)誘致境整備と的フォローアツブ

誘致企業が従業員を確保できるよう、採用活動への支援
や事業内容の周知などを行います。また、誘致企業が長崎
での事業展開を円滑に行えるよう、地場企業との協業の支
援などを行います。

基準値(基準年)

291人(R2年度)

1件(R2年度)

8

ハノ

目標値(目標年)

1,791人(R7年度)

11件(R7年度)

基準値(基準年)

【主な取組】

.企業立地制度による財政支援、税制措置等のインセンティ
ブの運用

.長崎県、産業振興財団と連携した戦略的営業活動の実施

2件(R2年度)

【主な取組】
・誘致企業に対する採用支援
・地場企業との協業への支援
・Π人材等の育成

目標値(目標年)

17件(R7年度)

ー
ー
ー
◆



戦略的な企業誘致やスタートアッブなとにょり競争力のある成長分野を育成する。

策A-2 新の創出や新分野への進出支援

産学官金や企業間の連携により、地場企業の新事業の創出や新分野への進出を促すため、オープンイノベーションの推進、スタート
アップ支援、起業支援に取り組みます。

・地場企業等と県外企業等との協業による新規事業創出に係る実証事業の実施件数[累計]

・創業サボート長崎による創業者数(各支援機関の実績合計)

個別施策(勺オーブンイノベーションの推進

地域課題を切り口に既存企業が有するさまざまな知
見やノウハウの組み合わせによるビジネス創出を図る
ため、オープンイノベーションを推進します。

数値目標

個別施策(2)スタートアップ支

起業を促し、新たなビジネスモデルを活用することで
新規事業 1出を図るため、スタートアップ支援に取り
組み、既存コミュニティのネットワークを活かした起業

を促す土壌づくりを行います。

個別施策(3)

民間活力を高めていくため、長崎地域の開業率を引

き上げ、雇用を生み出し、産業の新陳代謝を進めてい
くことで、産業の鏡争力強化を図ります。

【主'取組1

・1゛倖汎α召陪中IDとしたオーニカノイノベーニ臼ン型新規事業倉11出に向ナナニ
伴走支援

・オープンイノベーション型新規プロジェクト組成に向けた財政支援
・新規事業創出に向けた地場企業と都市部企業や誘致企業の
マッチングの促進

・マーケットイン型養殖の推進

・多様な消費者二ーズに対応した販売体制づくり
・行政におけるオープンイノベーションの推進

基準値(基準年)

1件(R2年度)

持続的・

221人(R元年度)

な成をめざす起支援

目標帽標年)

11件(R7年度)

【主な取組】
・起業家コミュニティの活性化

・産学連携の推進による創業・新事業展開の支援

296人(R7年度)

【主な取組】

・創業サポート長崎による創業支援
・創業者の販路拡大への支援
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基本目標B 忌飲のある地場事業者の経呂改善や成長を後押しする。
(めざすぺき姿)

者の経営改善、構造転換が進んでいる。・ DXが進み意欲のある地

.地業者から全国トップクラスの経営を行うりーディング企が生まれている。

基準値(基準年)数値目標

2,0能億円(R2年)市内製造業の付加価値額[暦年]

4,091社(H28~R2年度の平均)法人市民税法人税割を課税された法人数

12,453円(R元年度)旅行消費額(飲食代・土産代)の1人当たり単価

1,492 億円(R元年)・旅行消費額[暦年]

営基盤の強化支援施策B-1

地場事業者が持っ課題を的確に捉えながら、技術・サービス等の経営資源を活かし、経済環境や事業の成長ステージに応じた事業展
開や事業承継を支援します

数値目

・市の制度融資(政策資金)の活用件数[累計]

・長崎市事業承継支援補助金の活用件数

・長崎商工会議所及び商工会による経営革新に関する相談・指導件数

・商店街活性化プランの策定数[累計]

資制度の充実

経済情勢を十分に考慮しながら、取扱金融機関
や信用保証協会、県と連携し、制度融資の内容
や手続き等の周知、見直しを定期的に行い、設備
投資を進めるための制度融資の充実を図ります。

個別施策(2)地場事業者への支及び

地場事業者が抱える事業承継などの問題
解決に向け、関係機関との連携を図りなが
ら支援を行っていきます。

目標値(目標年)

2,088億円(R7年)

4,091社(R7年度)

13,325円(R7年度)

1,604 億円(R7年)

【主な取組】
.資金繰り支援(制度融資、信用保証料補助等)

基準値(基準年)

2件(R2年度)

1件(R2年度)

117件(R元年度)

0件(R2年度)

機関との

【主な取組】
・各種経営相談や助成金等の活用に
関するワンストップ窓口の設置

・事業承継に向けた課題解決に取り
組む経営者向けの支援

・商店街の活性化

目標値(目年)

57件(R7年度)

5件(R7年度)

129件(R7年度)

10件(R7年度)

・漁業協同組合の組織強化
・施設園芸の高度化や複合経営の推進
・中心経堂体における認定農業者制度
の推進

・長崎の独自性のある一次産品生産支援

ー
ー
ー
◆



基本目標B 意欲のある地場事業者の経営改善や成長を後押しする。

施策B-2 生産性向上のための取への支

長崎市における全産業での労働生産性は全国平均で低い状況にあることに加え、DXへ向けた取組を行っている地場事業者も多く
ない状況であるため、1CT・10T、AI、RPAなど新技術導入によるDXにつながる生産性向上の取組について、ソフト・ハードの両面の
支援を行います。

数目標

先端設備等導入計画に係る認定件数[暦年][累計]

製造業の従業員1人あたりの付加価値額(従業員4人以上の事業所)[暦年]

・1CT等を活用したスマート水産業の取組件数

個別施策劇)ソフト面の支援

デジタル技術を活用するに当たり不可欠とな
る意識啓発や専門家による相談対応などの人
的な支援や観光分野における地場事業者の
サービスの高付加価値化への支援に取り組み
ます。

個別施策(2) 1CT等設備の入促進

DXにつながるICT・10T、N、RPAなど新技術
入に必要となる設備の入促進に取り組み

ます。

【主な取組】
・DX推進に関する各種セミナー・マッチング機会の創出
・1CTなどの新技術を活用した生産性向上に関する企業からの相談対応
・観光・MICEサービスの質の向上と高付加価値化

基準値(基準年)

19件(R2年)

1,974万円(R2年)

1件(R2年度)

【主な取組】
・1CT関連設備投資に関する財政的支援
・1CT等を活用したスマート水産業の導入と養殖管理の高度化
・産地に適したスマート農業技術の導入検討とスマート農業機器の普及推進

目標値(目標年)

84件(R7年)

1.974万円(R7年)

3件(R7年度)
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基本目標B 意欲のある地場事業者の経営改善や成長を後押しする。

施策B-3

長崎市の所得循環構造では、1割以上の所得が域外へ流出している状況があり、所得の域内循環を高めることは、域内経済の活性化
において重要な要素と考えられることから、地場事業者の消費を拡大する取組、域外への販路拡大、製品・サービスの開発、リーディン
グ企業を生み出す支援などにより地場事業者の鰻争力の強化を図ります。

競争力の強化支援

・歩行者通行量(日曜)

・市内食料品製造業の製造品出荷額等(従業員4人以上の事業所)[暦年]

・地域商社が取引を行った市内事業者数

・地場事業者の製造品出荷額等[暦年]

・長崎港貿易額(輸出)[暦年]

・MICE消費額[暦年]

・日本人旅行消費単価[暦年]

・外国人旅行消費単価[暦年]

数値目

出島メッセ長崎や西九州新幹線の開業、シュ
ガーロードの日本'産認定などを契機として、交
流人口の拡大が見込まれる中、関係団体と連携を
図りながら、観光客及びビジネス客の二ーズを把
握し、域外からの来訪者への売上拡大の取組を支
援します。

交人口の拡大に伴う消費拡大の取組支

基準値(基準年)

168,655人(R2年度)

2476億円(R2年)

56者(R2年度)

4,457億円(R2年)

589億円(R2年)

56億円(R元年)

21,566円(R元年)

54'740円(R元年)

゛

目値(目標年)

17フ,088人(R7年度)

247.6億円(R7年)

部者(R7年度)

4'457憶円(R7年)

589億円(R7年)

194 億円(R7年)

21967円(R7年)

58,108円(R7年)

【主な取組】
・物産展や商談会の活用

・日本遺産を活用した誘客と
消費拡大

・MICE需要の地元受注促進
・域内調達率の向上

・1CTを活用したわかりやすい
交通案内・情報発信の強化

・マーケティングデータの収集・

分析と積極的な活用

・Nなどを活用したデジタルマーケティング
の強化

・水産物直売所等での販売強化
・学校給食への地元水産物の導入拡大、
安定供給

・市内外に向けた地域ブランドの情報発信
・新生活様式による直売所イベントの支援



基本目標B 意欲のある地場事業者の経営改善や成長を後押しする。

個別施策(2)

地場産品のブランド化を図るとともに、地

域商社やふるさと納税制度の活用や、事業
者が行う販路拡大のための取組を支援する
二となどにより、新たな顧客の獲得を図り、
地場産品の域外への報発信と販路拡大

をめざします

域外への情報発信と販路拡大

個別施策(3)

地場事業者がこれまでに培ってきた優れた技
術・技能を活かした魅力ある製品の開発や新
たなサービスの提供の取組を支援することで、
市場の開拓・拡大や顧客獲得をめざします。
また、日本産をはじめとする地域資源を活か
し、地域独自の魅力ある製品・サービスの開発
を促します。

魅力ある品・サービスの開発の促進

【主な取組】
・地域商社やふるさと納税制度等を
通じた支援

・地場産品のブランド化
・物産展や商談会の活用

・地元企業の製品の認知度向上に

向けた情報発信の強化

個別施策(4)

地域の特性を生かして高い付加価値を創出
し、地場事業者に対する経済的波及効果を及
ぼすことが期待される地域経済を牽引する事
業を行う企業の支援に取り組みます。

【主な取組】
・外貨獲得のための新商品開発
・産学官連携による新製品・新技術開発のための研究開発の支援
・新事業進出や10T等を活用した生産性向上などの取組に対する支援
・経営の多角化に向けた新事業展開の取組に対する支援
・観光分野における滞在型の新たな旅のスタイルの創造、体験型の
コンテンツの充実、食を活かした魅力づくり

・歴史的建造物などのユニークベニューでの活用促進
・MICE参加者向けアクティビティの充実
・水産物の多様な消者二ーズに対応した販売体制づくり、6次産業化
への支援、地域資源を活かした商品開発

・関連産業との連携による農産品加工品の開発支援

・「さしみシティ」の推進
・商談会等を通じた販路開拓支援
・HACCP等対応施設整備支援

・インターネットを利用した通信販売

リーディング企業を生み出す支援

【主な取組】
.地域未来投資促進法に基づく計画承認、税制等の支援などの事業の
促進に向けた環境整備

.ハートナー企業の技術高度化などサプライチェーンの構築への支援
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基本目標C 1 危機を回避しなから、用を支え、人材の育成と定着を実現する。

(めざすべき姿)
・コロナが収東し、地事業者が経営を回復している
・現在の雇用が守られ、若者の定が進んでいる。

基準値(基準年)数値目標

10267社(H28~R2年度の平均)・法人市民税法人税割納税義務者数

152β62人(R2年度)・雇用保険被保険者数(ハローワーク長崎管内)

策C-1 危機を回避る業継支援

新型コロナウィルス感染症の拡大は、長崎市の経済へ大きな影響を及ぼしており、地場事業者の多くが売上が減少し、今後も厳しい状
況が続くと見込んでいます。このような危機を回避し、地場事業者が事業を継続するとともに、雇用の維持が図られることが地域経済の
基礎となることから、地場事業者の事業継続の支援に取り組みます。

数値目標

・市の制度融資(一般資金・緊急資金)の活用件数

資金繰り支援や相談窓口での対応などにより

地場事業者の事業の継続を支援します

事継支援

目標値(目標年)

10267社(R7年度)

152,862人(R7年度

主な取組】
資金繰り支援(制度融資、信用保証料補助等)
各種経営相談や助成金等の活用に関するワンストップ窓口の設置
水産振興融資制度への支援

安全安心の取組の可視化

基値(基準年)

49件(R2年度)

目標値(目標年)

ー
ー
ー
↓



基本目標C 危機を回避しなから、雇用を支え、人材の育成と定着を実現する。

策C-2 人材の育成支援

多くの地場事業者が今後の事業を行うに当たっての重要な事項は、人材の育成であると考えており、地場事業者が持つ技術等の伝承
等も含め人材は地域経済を支える主役であるため、地場事業者の人材の育成支援に取り組みます。

基値(準年) 目標値(目標年)数値目標

部人(R7年度)78人(R元年度)・長崎地域造船造機技術研修センター及び長崎工業会の人材育成の取組に参加した人数

26.678 人(R7年)・就業者誘発数[暦年] 24'816 人(R元年)

人材の成

個々の事業者では行うことが難しい技術・技
能の伝承や、高度技術者等の中核的人材の育
成の取組について引き続き支援するとともに、
後継者育成や経営力強化のための取組などを
支援します

施策C-3 人材の確保支援

多くの地場事業者が人材の確保について、厳しさを感じている一方で、企業情報の十分な発信や働き方改革の推進など雇用環境の改
善に取り組めていない現状があります。また、コロナ禍の影響もあり地元志向が高まっていること、働き方の意識が変化・多様化している
ことなどの状況があることから、企業情報の発信、採用活動の支援、企業の受け入れ態勢整備、就業支援などの取組をとおして、地場事
業者の人材の確保を支援します。

・市内高校卒業者の市内就職率

・事業者への新卒採用状況調査における求人数に対する平均充足率

・事業者への新卒採用状況調査におけるUUターン就職者数

【主な取組】
・スキルアップ・能力開発、キャリア教育に関する各種セミナー等の開催
・人材育成によるおもてなしの強化

・観光・MICE関連産業の持続的成長を支える担い手づくり
・まち全体のおもてなしの機運醸成

▼

個別施策(D 企業情報の発

地元就職の促進にあたっては、学生や保護
者の一人ひとりに事業者が認知されることが重
要であるため、効果的・効率的な惰報発信に取
り組みます

数値目

56

基準値(準年)

578%(H28年度)

766%(H30年度)

280人

(H28~R2年度の平均)

【主な取組】
・SNS等を活用した企業情報の発信

目標値(目年)

59.0%(R7年度)

80.0,6(R7年度)

300人(R7年度)
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基本目標C 危機を回避しながら、雇用を支え、人材の育成と定着を実現する。

個別施策(2)

事業者に対しては、積極的な採用活動を継
続的に促していくことが重要であるため、採用
活動の支援に取り組みます。

採用活の支援

個別施策(3)

地方への関心が高まっている中、雇用の受

け皿となる事業者の受入れ態勢の整備が重
要であるため、事業者における働き方改革を
推進します。

用の受け皿となる企業の受入れ態勢の整備

【主な取組】
・就活関連イベントの開催
・オンラインを含む採用活動の支援

個別施策(4)担い手の確保・就業支援

就業者の減少や高齢化が進む農林水産業
における担い手確保などに取り組むとともに、
若者の地元就職などへのきっかけづくりとな
る場の創出を行います。

【主な取組】
・き方改革に関する意識の醸成・啓発
き方の新しいスタイルの推進
・就農定着事業の計画的実施
・多様な担い手の受入れ体制の充実
・作業受託組織等の運営の推進
・新たな枠組みによる労力支援体制の検討

【主な取組】
・林水産業の担い手確保及び受入態勢整備
・若者が地元就職や創業について検討するきっかけづくり



重点施策

重点施策は、長崎市がめざtべき姿の実現を加速化させることを目的に、基本Π標ごとの横の施策軸を、縦の分野軸が縦断的に跨ぐ
形で位置付けるものです第h1次長崎市経済成長戦略では、情報・喋境関連分野、ものづくり分野、生命科学関述分野、交流分野の4
つを位置付け、典通キーワードとして"喋境"、"デジタル"、"持続"伶を性"、"若者"の視点を持ち、民問企業、大学、関係機関、行政が
相互に連携し、新産業の創造や既存産業の多角化、交流人口拡大を実現しまt

重点策1 情報・環関連分野

オープンイノベーションによる

情報・関連産の造と
らしを豊かにする新ビジネス創造

①オープンイノベーション推進体制の構築
②高度人材の確保・育成、人材ネットワークの構築
③地場企業のDX推進・生産性の向上
④行政のDX推進
⑤情報・環境関連企業誘致の加速化
⑥スマート技術を活用した新ビジネスの創出や
域内経済循環の仕組みづくり

策3 生命科関連分野

による染症分野やへルスケア

分野などの新産創造

地場企業とのオープンイノベーションによる
新事業・商品・サービス創出支援

②医学系学会など生命科学関連MICEの誘致
③医療・介護・福祉分野のDXによる生産性の向上と関連産
業の振興

4医療・衛生・健康・食分野の関連企業の誘致強化

⑤へルスケア分野における新たな官民連携の可能性検討

(共通キーワード)

環境
デジタル

持可能
若者

重点策2 ものづくり分野

1強みを活かした造船業の維持・活性化支援

②洋上風力発電事業など環境・エナジー分野への参入支援
③造船インフラや技術を活かした新分野進出・多角化支援

"海"を とした造の進化

重点施策4 交流分野

MICEと新幹線効果の最大化と高付価型

観光まちづくりの推進

①100年に一度のまちづくりのインパクトを活かした誘客促進
②サステナブルツーリズムの推進
③交流分野と連携した第一次産業の高付加価値化
④スマート観光プラットフォームの形成

58
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点施策1 情報・環境関連分野

、ーションによる情報・環境関連産業の創造と暮らしを豊かにする新ビジネス創造

進出が進む汀関連企業のネットワーク化と地場企業等との連携強化により、情報や環境分野などの新たなビジネスの創出や企業誘致を進めます。また、地場
企業のDX化の推進・生産性の向上を目指します。

(長崎市内)

情報・環境産業
クラスターの形成

IT関連
誘致企業

地企のDX推進・生産

先端技術を活用した業務効率化や生
産性の向上、働き方改革などを推進
し、地場企業の活性化を図ります

ートアップ事
各べンチャー

＼↓ X-、

場企業

1オープンイノベーション
推進体制の築

H

M謝

大学

度人材の確
保・育成、人材ネッ関
トワークの築

大学とΠ企業、行政、関係機関
が連携した即戦力となる高度人
材の育成とUUターンも含めた人
材確保に取り組みます

誘致企業、大学、
政、関係機関などの垣根を超え
たオープンイノベーションの場

をつくり、新たな商品やサービ
スの出や起業・ 1業などの創

出を支援します

6スマート技を活用した新ビジネスの創出や
済循環・環保全の仕組みづくり 先端技術等を活用した報サービスや生活関連サービス、

環境ビジネスなどの新ビジネスの 1出を図ります
また、地域通システムなど、域内経済循や環境保全の
ための仕組みづくりの研突を進めます

暮らし

1 11

発信
^

^

企業立地

(域外)

情報・環

金

機

4行政のDX推進

行政のDX推進による業務
効率化を椎進します。

関等

波及

発信

移住・二地域居住、
ワーケーションなど

関連企誘致の加速化

報・境閲

/同研究機

UUターン希望者

先端的な技術や経営

資源を持つ環境・D
X閏連の先端企業や

研究機関などの戦略

的誘致を進めます。

企
等

゛

画
卸
.



重点施策2 ものづくり分野

長い歴史で培われた造船業をはじめとする長崎市の海洋関連製造業について、人材や技術、設備などの財産を活かしながら、造船分野の維持・活性化
とともに、次代の二ーズにマッチした構造転換や新分野進出などを産学官が一体となって後押しすることで、海を基軸とした新時代にふさわしい基幹産業

への進化を目指します。

〔了
〔予 eヲ

fヲ

fa

造業クラスター

洋上風力発電なと
環境・エナジー分への参入支援

製造業で培われた経営資源や高い技術力、
更には海に囲まれた長崎市の立地特性を
生かし、境・エナジー(エネルギー)
分野への参入などを推進します。

1 みを活かした造業の維持・活性化支

本市造船業の持統可能な活性化をめざし、ク
ルーズ船メンテナンス事業など強みを発揮で
きる分野の維持活性化を官民一体となって推
進します。

邸 f予卸

信号
造インフラや技術を活かした
新分進出・多角化支

造船業で培われた技術や設備等の既存
インフラを活かした新分野への進出支
援や多角化、関連企業誘致などを推進
します
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重点施策3 生命科学関連分野

大学連携にょる感染症分野やへルスケア分野などの新産業創造
〒「0-、「、■」■

長崎大学医学部が推進する感染症研究拠点などの国家プロジェクトの動向を踏まえながら、関連する企業の誘致や地場企業による新サービス創出などを産
学官が一体となり戦略的に推進することで、生命科学(ライフサイエンス)分野などの新たな産業の創出を目指します。

の

ヘルスケア分野におけるソーシャル・イン
ハクト・ボンドの入など、斬たな官民連

の可能性を検討します

IT鬨
誘致企

生命科学閲連
・同研究機等

＼ 10,、ー
1地場企とのオープンイノ
ベーションによる新・・^

商品・サービス創出支援

地場企梨、誘致企業、大

場企業.医療学、_行政、閏便機関jξ生
髪施設等イノベーションのをっ

保険関連
企業

の関連企の誘致化

口や
.

授しま

暮しやちへの波及

ヘルスケア分

可能性検討

医療・衛生・健

・食分野等の

先端企業や研究

機関などの戰略

的誘致を進めま

ートアッブ事
ベンチャー

卸

3医療・介・二祉分のDXにょる
生産性の向上と関連産の興
情報やものづくり分野と連し、介
護・福祉分野のDX化を進め生産性
の向上を圓ります

出島メッセ

医学学会なと
学関連MICEの誘致

DMO NAGASAK1と連

し、医学系学会などの

生命科学関連MICEの誘行政
致を強化します

における新たな官民連

機

(域外)

・衛生・健・食分4医

※ソーシャノレインパクトボンドとは、官民連携手法の10であり、民間
資金を活用して行政課題、社会課題解決型のⅢ業を実施し、その
事業効果を支払原賣とするもの。

大学
染症共同研究拠

発信

企業立地

くり、新たナ'

ビスの創

などの出を



重点施策4 交流分野

出島メッセ長崎や新幹線開業などの100年に一度のまちづくりのインハクトを活かした誘客強化に努めます。また、長崎市が誇る歴史文化や自
然環境を活かしたサステナブルツーリズムを推進するとともに、第一次産業の高付加価値化を推進します。これらの推進にあたり効率的且つ効
果的なマーケティングを展開するためデジタル技術を活用したスマート観光プラットフォームの形成を進めます。

100年に一度のまちづくりのインバクトを活かした誘客促進

出メッセ時

豊かな自然環境や歴史文化を活かした

サステナブルツーリズム(持続可能な
観光)を推進します。

スマート観光プラットフォームの形成

デジタル技術を活かしたりサーチ、プロ
モーション、コンテンツ造成など、スマー

0デジタルリサーチト観光のプラツトフォームを形成します。デジタルコ、ー、ツ
'顧客満足度'消費額測定 0デジタルプロモーション ・デジタルガイドシステム
・訪問客数推計.情報発信 ・肌aaSなど
'宿泊動向.ファンコミュニティ
・検索・移動行動など形成など

新幹線

邑亜回邑亜回邑亜回

サステナブルツーリズムの推進

スタジアムシティ

出メッセ長崎や新幹線開業など100年に

一度と言われるまちづくりのインハクト
を活かした誘客促進や新ビジネス 1出な
ど、経済効果の大化を図ります

^ 交流分野と連携した
第一次産の付加価値化

^'盲1
第一次産業と連したグリーンツーリ
ズムの推進をはじめ、宿泊施設との連

やふるさと納税の活用などを通じた
"食"のブランディングを推進します
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推進体制

第五次長崎市経済成長戦略に則り、進捗管

理を行いながら、めざすべき姿の達成に向け、

各施策の推進に取弊且みます

全体の進捗管理は、商工部産業雇用政策課

において実施します。また、策定時にも貴重な

ご意見・ご'助言をいただいた、学識経験者及

びその他関係団体等で構成する「長崎市経済

活性化審議会」において、事業の推進や実施

状況等を検証します。

また、施策の推進に当たっては、市内部の関

係部局の綿密な連携・協力はもとより、事業者、

経済団体、大学や研究機関、金融機関、市民

などの関係主体が協働しながら地域経済の振

興に取弊且むことが必要不可欠であるため、目

標や施策の方向性等を共有しながら推進する

こととします。

ノず゛
す

す

大学

事業者

国・県

各施策の

推進による
地域経済の振興

、

、

巨匝回

長崎市経済活性化
審議会

協働

長崎市 関係機関

金融機関

゛
゛

す
ノ

連携

進捗状況や
実施状況の検証

、
、
携

市

、
ー
ー



(参考1)数値目標一覧

基本目標

施策
数値目標

業誘致に伴う新規雇
者数[累計]

基準値

(基準年)

場企業等と県外企業

との協業による新規
業創出に係る実証事
の実施件数[累計]

291人

(R2年度)

目標値

(目標年)

業立地件数(市外企
新設)[累計]

1,791人

(R7年度)

1件

(R2年度)

0令和2年度以降に新設、増設、移設により立地した市外企業において創出された新規雇用者数。

田新規雇用者が増加することで、雇用創出による経済の活性化が図られると考えられるため。

@立地企業等への聞き取りにより把握する。

●コロナ禍前の過去3年問(H28~H3のの平均増加人数約283人を踏まえ、令和3年度以降、毎年度
平均300人の新規雇用者が創出されることを目標とする。

"オープンイノベーションの手法を活用した地場企業等と県外企業等との協業による新規事業創出につ
いて、市が支援した実証事業の実施件数。

地域課題解決をテーマにしたオープンイノベーションの手法を活用した事業化が図られる二とで、地
域に根差した新たな産業の創出の可能性につながると考えられるため

年度末の実績累計により把握する。

0令和3年度以降、新規事業創出について、市が支援した実証事業を毎年2件以上実施することを目標
とする。

0市外から長崎市内へ新たに事業所を新設した企業の件数(立地協定締結時点)。

田誘致・立地件数が増加することで、雇用の拡大へ向けた取組が進捗すると考えられるため。

@年度末の実績累計により把握する。

0令和2年度の実績を基に、基準値から新規立地企業を毎年3件増することを目標とする。

"オープンイノベーションの手法を活用した地場企業等と県外企業等との協業による新規事業創出につ
いて、市が支援した実証事業の実施件数。

地域課題解決をテーマにしたオープンイノベーションの手法を活用した事業化が図られることで、地
域に根差した新たな産業の創出の可能性につながると考えられるため。

年度末の実績累計により把握する。

令和3年度以降、新規事業創出について、市が支援した実証事業を毎年2件以上実施することを目標
とする

長崎市創業支援等事業計画(平成26年6月20日付けで国から認定)を実施するチーム体制「創業サ
ポート長崎」(全13機関)が行う支援事業を受けて創業した者の数。

創業者が増加する二とで、地域の関係機関の連携による創業支援体制が充実していると考えられるた
め。

各支援機関の実績報告により把握する。

過去の実績を基に、今後の創業者数を毎年5%増と見込み、296人を目標とする。

場企業等と県外企業
との協業による新規
業創出に係る実証事
の実施件数[累計]

2件
(R2年度)

11件

(R7年度)

※ 1指標の内容②指標とした理由③実績値の把握方法④目標値設定の考え方

1業サポート長崎によ
創業者数(各支援機
の実綾合計)

17件
(R7年度)

1件

(R2年度)

指標の説明

11件

(R7年度)

221人

(R元年度)
296人

(R7年度)
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基本目標

施策
数値目標

内製造業の付加価

L額[暦年]

基準値
(基準年)

去人市民税法人税割

課税された法人数

2,0部億円

(R2年)

目標値

(目標年)

4ρ91社

(H28~R2年度の
平均)

行消費額(飲食費・
産代)の1人当たり

価

2,0訟億円
(R7年)

指標の説明

1工業統計調査のうち、市内製造業の付加価値額。

付加価値額が高い造船造機製造業を取り巻く環境は急激に悪化しており、今後、地場事業者の粗付加
価値額は大きく落ち込むことが予想されるなか、地場事業者の生産性向上を図り、市内製造業の付加
価値額を維持させることで、他地域に対する鏡争力向上が図られていると考えられるため。

工業統計調査により把握する。

今後も付加価値額の減少が見込まれるなか、令和7年度までには基準値まで回復させることを目標と
する。

1法人市民税法人税割を課税された法人数。

人口減少やコロナ禍などにより地場事業者を取り巻く環境が悪化するなか、法人税割を課税された法
人数を維持することで、地場事業者の経営力や生産性が向上していると考えられるため。

「市町村税課税状況等の調」により把握する。

過去5年問の平均である4,的件士の維持を目標とする。

1観光客の消費額のうち、魅力ある製品・サービス開発による消費の主要対象である飲食費・土産代に
かかる1人当たりの単価。

観光客1人当たりの消費単価が上昇することで、地場事業者の外貨獲得の強化につながると考えられ
るため。

3長崎市観光統計により把握する。

4令和元年度を基準値とし、過去3年間(平成29年度~令和元年度)の前年度からの増加率平均7%の
増を令和7年度までに達成する二とを目標とする。

1観光客等による旅行消費額の推計値。

資源の磨き上げにより、観光客の消費額が増加すると考えられるため

観光客等へのアンケート調査により把握する。

4訪問客数は令和5年に令和元年レベルまで回復し、その後2.2%ずつ増加すると見込む。また、消費
単価にっいては、平成27年から令和元年の平均伸び率をもとに、1.0%ずつ増加すると見込み、算出
した数値を目標とする。

1市の制度融資(政策資金)の融資先企業数。

融資先が増加することで、事業者の経営革新等の取組に関する進捗を測ることができるため。

長崎県信用保証協会の融資承諾実績により把握する。
基準値から過去5年間(平成28~令和2年度)の年平均件数(11件)を毎年度増加させることを目標
とする。

1長崎市事業承継支援補助金の活用件数。

活用件数が増加することで、事業者の事業承継に関する進捗を測ることができるため。
補助金の交付実績により把握する。

4長崎市事業承継支援補助金の目標件数である年5件を目標とする。

行消費額[暦年]

4'091社

(R7年度)

12.453円

(R元年度)

の制度融資(政策
金)の活用件数(政

資金)[累計]

B-1

13,325円

(R7年度)

1,492 億円

(R元年)

崎市事業承継支
助金の活用件数

2件

(R2年度)

1,604 億円
(R7年)

1件
(R2年度)

57件

(R7年度)

5件

(R7年度)



基本目標
施策

数値目標

崎商工会議所及
工会による経営

に関する相談・指
数

B-1

基準値

(基準年)

店街活性化プラ'
策定数[累言打

117件

(R元年度)

目標値

(目標年)

端設備等導入計画

に係る認定件數〔暦

H累計]

129件

(R7年度)

0件

(R2年度)

指標の説明

1長崎商工会議所等が小規模事業者に対して実施した経営革新に関する相談・指導件数の合計。

経営革新に関する相談・指導により、小規模事業者が自社の弱み・強みを把握し、経営力強化につな
がると考えられるため。

支援を実施する長崎商工会議所及び商工会(東・北・南)の事業の実績報告書により把握する。

長崎商工会議所及び商工会(東、北、南)の令和元年度実績の1割増を目標とする。

1長崎市商店街等を核とする地域の賑わい創出支援事業費補助金を受け商店街活性化プランを策定した
数の累計。

商店街活性化プランを策定することが、商店街の経営力の強化につながると考えられるため。

長崎市商店街等を核とする地域の賑わい創出支援事業費補助金に活性化プランの策定を申請した数に
より把握する。

0令和2年度から市が認定を行うこととなった活性化プランの策定数を令和7年度までに10件とするこ
とを目標とする。

0中小企業等経営強化法に基づき、市が先端設備等導入計画の認定を行った件数。

四認定件数が増加することで、事業者の経営革新等の取組に関する進捗を図ることができるため。

@導入計画の認定件数により把握する。

0基準値から令和2年の実績値の10%増(21件)を毎年認定することを目標とする。

0工業統計調査のうち、市内製造業の従業員1人あたりの付加価値額。

田製造業の中で付加価値額が高いはん用機械・輸送用機械が大きく落ち込むことが見込まれるなか、他

の分野での付加価値額を上げることができれぱ、従業員1人あたりの付加価値額を維持させることが
でき、生産性の向上が図られていると考えられるため。

工業統計調査により把握する。

基準値の維持を目標とする

スマート水産業の取組件数

ICT等を活用した効率的かつ先進的な取組が増加することが、水産業者の安定経営につながると考
えられるため。

持続可能な新水産業創造事業等の実績報告により把握する。

4基準値から4年間の計画期間中に2件増加させることを目標とする。

1市内の商店街区域等を対象に毎年7月頃に調査する日曜の歩行者通行量。

歩行者通行量が増加することで、商店街の利用が促進されると考えられるため。

調査を実施する長崎商工会議所の報告により把握する。

中心市街地活性化基本計画における目標設定に準じ、基準値から5%増を目標とする。

造業の従業員1人
あたりの付加価値額

(従業員4人以上の
業所)[暦年]

B2

19件
(R 2年)

10件

(R7年度)

ICT等を活用した
マート水産業の取

件数

1,974万円
(R 2年)

84件

(R7年)

B-3
行者通行量(日

1件
(R 2年度)

1,974万円
(R7年)

168,6郭人

(R 2年度)

3件
(R 7年度)

17フ,088人

(R 7年度)



基本目標
施策

数値目標

内食料品製造業の
造品出荷額等(従

員4人以上の事業

)[暦年]

基準値

(基準年)

域商社が取引を

ーつた市内事業者数

247.6億円
(R 2年)

目標値
(目標年)

場事業者の製造品
荷額等[暦年]

B

56者
(R 2年度)

247.6億円
(R 7年)

B-3

指標の説明

工業統計調査のうち、食料品製造業の製造品出荷額等。

人口減少などにより、域内消費額の低下が見込まれるなど市内食料品製造業を取り巻く瓊境が悪化す
るなか、域外への販路開拓・拡大などの取組を強化し、市内の食料品製造業の出荷額を維持させるこ
とで、他地域に対する熊争力向上が図られていると考えられるため。

工業統計調査により把握する。

基準値の維持を目標とする。

1地域商社2社が取引を行った市内事業者数。

取引を行った市内事業者数が増加することで、より多くの事業者が新たな販路を開拓することとなる
と考えられるため。
地域商社からの実績報告により把握する。

4令和2年度の実績の1割である6者を毎年増加させることを目標とする。
1工業統計調査のうち、製造業の製造品出荷額等。

人口減少や基幹産業である造船造機製造業を取り巻く環境の悪化による需要・販売額の減少が見込ま

れるなか、販路開拓・拡大により域外での販売額を増やし、製造業による製造品出荷額等を安定させ
ることで、他地域に対する鰻争力向上が図られていると考えられるため。

工業統計調査により把握する。
今後も製造品出荷額等の減少が見込まれるなか、令和7年度までには基準値まで回復させることを目
標とする。

1長崎港における輸出総額。

基幹産業である造船業を取り巻く環境が厳しいなか、輪出額を維持することで、貿易の促進が図られ
ていると考えられるため。

長崎税関の貿易統計結果により把握する。
4基準値の維持を目標とする。

1訪問客の市内での消費額のうち、 M ICEの参加者及び主催者の消費額。(主催者消費額は、「旅行
消費額」に包含していない。)
MICEがまちにもたらす経済効果を示すと考えられるため。
DMO ((一社)長崎国際観光コンベンション協会)の調査等により把握する。

令和3年の出島メッセ長崎の開業、令和6年の長崎スタジアムシティの開業等を増加要因として見込
み、催事種別ごとに設定した主催者消費単価、参加者消費単価を基に主催者及び参加者の消費額を算
出Lた数値を目標とする。

1日本人観光客の市内での消費単価。

観光がまちにもたらす経済効果を示すとともに、この増加が長崎観光の魅力向上・メニュー充実の度
合いを示すと考えられるため。
市観光統計により把握する。

年平均で1.0%ずつ増加すると見込み、目標とする。
1外国人観光客の市内での消費単価。

観光がまちにもたらす経済効果を示すとともに、この増加が長崎観光の魅力向上・メニュー充実の度
合いを示すと考えられるため。

市外国人観光客動向調査により把握する。
4年平均で1.0%ずつ増加すると見込み、目標とする。

崎港貿易額(輸出
[暦年]

4,457億円
(R2年)

86者

(R 7年度)

MICE消費額
[暦年]

589億円
(R 2年)

4.457億円
(R7年)

日本人旅行消費単価
[暦年]

56 億円
(R元年)

能9億円
(R7年)

国人旅行消費単価
[暦年]

21,566円

(R元年)

194 億円
(R 7年)

54,740円
(R元年)

21,967円
(R7年)

58'108円
(R7年)
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基本目標

施策
数値目標

C

人市民税法人税割

税義務者数

一用保険被保険者数
(ハローワーク長崎

目内)

基準値
(基準年)

10,267社
(H28~R2年度

の平均)

C-1

の制度融資(一般
金・緊急資金)の

舌用件数

1事業者における市外からのUIJターンによる新卒者の就職者数。

新卒者の就職者が増加することで、若年者の雇用を増やしている二とにつながるため。

3事業者に対する新卒採用状況調査により把握する。

4直近5年間の平均値の約1割増を毎年維持する二とを目標とする。

目標値

(目標年)

152,862人
(R2年度)

崎地域造船造機技
,研修センター及び

崎工業会の人材育
の取組に参加した

10,267社

(R7年度)

C・.2

49件
(R 2年度)

法人市民税法人税割の納税義務者数。

人口減少やコロナ禍などにより地場事業者を取り巻く環境が悪化するなか、法人税割の納税義務者数

「市町村税課税状況等の調」により把握する。

過去5年問の平均である10,267社の維持を目標とする。

152,862人
(R 7年度)

を維持することで、地場事業者の経営が継続され、雇用の場の確保が図られると考えられるため。

'業者誘発数[暦年]

袷人

(R元年度)

ハローワーク長崎管内の雇用保険被保険者数。

人口減少やコロナ禍などにより地場事業者を取り巻く環境が悪化するなか、雇用保険被保険者数を維

内高校卒業者の市
内就職率

持することで、地場事業者による雇用が継続されると考えられるため。

3 「業務月報ハローワーク長崎」により把握する。

4基準値152,862人(令和2年度の実績値)を維持することを目標とする。

0-3

24,816 人
(R元年)

1市の制度融資(一般資金,緊急資金)の融資先企業数。

地場事業者を取り巻く経営環境が活用件数に反映され、事業者の経営状況を測ることができるため。

3長崎県信用保証協会の融資承諾実績により把握する。

4主に経営安定を目的とした融資であるため、目標は設定しない。

業者への新卒採用
'況調査における求
数に対する平均充
率

86人

(R 7年度)

指標の説明

1長崎地域造船造機技術研修センター及び長崎工業会が実施する技術向上や経営力強化のための取組に

参加した人数。

参加者が増えることで、人材育成が図られていると考えるため。

3各団体に対する調査により把握する。

4R元年度の実績の1割増を毎年維持することを目標とする。

57.80%

(H28年度)

業者への新卒採用
'況調査におけるU

!dターン就職者数

26,678 人

(R7年)

76.60%

(H30年度)

1長崎市の旅行消費額を中心として波及した県内の就業者誘発数。

2観光がまちにもたらす経済効果を示すものであるとともに、この数値の増加が長崎観光基盤の充実の
度合いを示すと考えられるため。

3経済波及調査により把握する。

4令和5年に令和元年レベルまで回復し、その後は毎年1.0%ずつ増加すると見込み、目標とする。

59.00%

(R 7年度)

280人

(H28~R 2年度

の平均)

1市内高校卒業者の市内就職率。

市内就職率が増加することで、'若年者の市外流出の抑制につながると考えられるため。

3各高校に対する調査により把握する。

4調査を開始した平成28年度以降で最も高い平成28年度の実績を上回ることを目標とす_る。

80.00%

(R 7年度)

1事業者の新卒採用における求人数に対する充足率(採用者数/求人数)の平均。

平均充足率が増加することで、事業者が働く世代から選ぱれる職場になっていると考えられるため。

3事業者に対する新卒採用状況調査により把握する。

4直近3年間で最も高い平成30年度の実績を上回ることを目標とする。

300人

(R7年度)
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令和3年1月5日

年月日

令和3年4月13日~令和3年7月30日

令和3年7月9日

令和3年9月6日

令和3年10月28日

令和2年度第1回長崎市経済活性化審議会

・長崎市の商工業の概況について

・第四次長崎市経済成長戦略の検証について
・第五次長崎市経済成長戦略の策定について

令和3年11月11日

令和3年12月

第五次長崎市経済成長戦略策定に係る基礎調査の実施

令和3年度第1回長崎市経済活性化審議会

・第五次長崎市経済成長戦略に係る基礎調査の進捗報告について
・骨子作成に向けた意見聴取

令和3年12月~令和4年1月(予定)

令和4年1月(予定)

長崎市議会環境経済委員会
・第五次長崎市経済成長戦略の策定状況について

'令和4年3月(予定)

令和3年度第2回長崎市経済活性化審議会
・第五次長崎市経済成長戦略に係る基礎調査結果の報告について

・第五次長崎市経済成長戦略骨子について
・第五次長崎市経済成長戦略の施策等について

ム・我等名称

令和4年3月(予定)

令和3年度第3回長崎市経済活性化審議会
・第五次長崎市経済成長戦略素案について

長崎市議会環境経済委員会
・第五次長崎市経済成長戦略(素案)について

パブリックコメントの実施

令和3年度第4回長崎市経済活性化審議会
・第五次長崎市経済成長戦略(成案)について

長崎市議会環境経済委員会
・第五次長崎市経済成長戦略(成案)について

第五次長崎市経済成長戦略策定
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1 長崎市附属機関に関する条例(抄)

^

(趣旨)

第1条この条例は、法律、政令又は他の条例に定めがあるものを除くほか、地方自治法印召和訟年法律第67号)第138条の4第3項及び地

方公営企業法(昭和27年法律第292号)第14条の規定に基づき、附属機関の設置に関し、必要な事項を定めるものとする。

(設置)

第2条執行機関及ぴ上下水道事業管理者(以下「執行機関等」という。)は、別表第1のとおり附属機関を設置する。

2 前項に規定するものを除くほか、執行機関等は、必要に応じて、別表第2に掲げる類型の附属機関を設置する。

(委任)

第3条附属機関の組織、運営、級酬及び費用弁償の額その他必要な事項は、別に定めがあるものを除くほか、附属機関の属する執行機関等

が定める。

附則(略)

'、

^

別表第1(第2条関係)

附属機関の
属する執行機関等

市長

昭和28年10打 6日長崎市条例第42号

(略)

名称

崎市経済活性化審議会

(以下略)

(略)

市の経済成長戦略及び雇用問題
に関する重要事項の調査審議に関

ること。

担任事務

(以下略)

70



'

2 長崎市経済活性化審議会規則

(趣旨)

第1条この規則は、長崎市附属機関に関する条例(昭和28年長崎市条例

第42号)第3条の規定に基づき、長崎市経済活性化審議会(以下「審議

会」という。)について、必要な事項を定めるものとする。

(組織)

第2条審議会は、委員15人以内で組織する。

2 委員は、欧に掲げる者のいずれかのうちから市長が委嘱する。

①学識経験のある者

②産業関係団体を代表する者

(3)労働関係団体を代表する者

④市議会議員

⑤市民

3 審議会に、特別の事項を審議させるため必要があるときは、臨時委員

を5人まで置くことができる。

4 臨時委員は、市長が委嘱する。

5 市長は、第2項第5号に掲げる委員の選任に当たっては、公募の方法

により、これを行うものとする。

(任期)

第3条委員の任期は、 2年とし、再任されることを妨げない。

2 委員が欠けた場合に翁ける補欠の委員の任期は、前任者の残任期問と

する。

3 前条第2項第2号及び第3号に掲げる者のうちから委嘱された委員が、

それぞれ同項の相当規定に該当する者でなくなっ・たときは、前2項に定

める任期中であっても、当該委員の委嘱は解かれたものと,る。

4 第1項の規定にかかわらず、委員(前条第2項第4号に掲げる委員を

除く。)の任期にっいては、委嘱の際現に委員である者の任期満了の日

を勘案し、必要があると認めるときは、 2年を超えない期間とするごと

ができる。

平成28年3月31日長崎市規則第31号

(会長及び副会長)

第4条審議会に会長及び副会長1人を置き、委員の亙選によりこれを

定める。

2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代

理する。 ノ

(会議)

第5条審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。

2 審議会は、委員の過半数が出席しなけれぱ、会議を開くことができ

なし、

3 審議会の議事は、出席した委員の過半数をも0て決し、可否同数の

ときは、議長の決するところによる。

(関係人の出席等)

第6条審議会は、必要があると認めるときは、関係人の出席を求め、

その意見を聴くことができる。

(結果報告)

第7条会長は、調査審議が終わったときは、速やかにその結果を市長

に報告しなけれぱならない。

(庶務)

第8条審議会の庶務は、商工部産業雇用政策課において処理する。

(委任)

第9条この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項

は、会長が審議会に諮って定める。

附則(略)
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■長崎市経済活性化審議会委員名簿

国立大学法人長崎大学

日本銀行長崎支店

喝ミ'叫、

三菱重工業株式会社長崎造船所

一般社団法人長崎国際観光コンベンション協会

団休名峯X
・・'子暑二^こ毒耳ヨ『

L■」,ι_゛ー

長崎商工会議所

長崎市商店街連合会

長崎県経営者協会

長崎経済同友会

日本労働組合総連合会長崎県連合会長崎地域協議会

長崎市議会議員

或

長崎市議会議員

"1 '.'ブ役職禽評、ミ髪乱略恕

長崎市議会議員

長崎市議会議員

執行役員

(人文社会科学域担当)

、

公募市民

公募市民

支店長

所長代理

゛S入'(、1少・凱乢.%,・上'、二ぞ'ゞy゛・匡^」^:'.1壬;・;;^勺、、捉:')=、、、、アi弄、、ー
■コーーコ'一]一^■一J-ーーーー.ー^、^- J ^.ー」^り、'

専務理事

◎会長

専務理事

(令和3年11月22日現在)

◎副会長

会長

赤石孝次

専務理事

副代表幹事

鴛海健起

長谷川生

事務局次長

浦瀬徹

松永安市

本田時夫

岩根信弘

平松喜一朗

石橋剛史

井上重久

林 広文

中村俊介

山崎

高峰勝正

猛

鞭信彦
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